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開設科目 新産業創出論 区分 講義 学年 修士 1年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 前期

担当教官 久保元伸

　●授業の概要 我が国の産業が世界で持続的な競争力を維持していくためには、イノベーションを継続的に

行い、時代の趨勢にマッチした新産業をいかに創出していくかが重要な鍵となる。ＭＯＴ教育の導入科

目として、これらを検討するために必要な事項を学ぶ。本講義では新規事業を新産業創出の出発点と位

置づけて、これにおいて重要となる次世代の技術及び市場の認識と評価、それらを取り巻く将来の事業

環境の捉え方などについて検討する場合に必要な思考の枠組みや方法論を学ぶ。

　●授業の一般目標 これまでの新産業、新規事業がどの様に生み出されて来たかを知り、今後これらを創出

するに際して必要な、市場、事業環境の姿を検討するための知識を習得する。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点： イノベーションのタイプと特徴について概略を説明できる。これ

までに産業構造や市場構造の変化に伴い、新産業、新規事業が生まれてきている。これらの事例を学習

し、新規事業創出に必要な市場ニーズを把握する方法を説明できる。 更に将来の事業環境の姿を検討す

る際のツールとして、「シナリオ・プランニング」についてどの様に作成されて使われるのか、予測との

違いは何かについて説明できる。 　思考・判断の観点： 新規事業創出には既存市場の中で競争上の優位

を確保する場合とは異なる思考の枠組み、方法論が必要であることを理解し、それらがどの様なもので

あるかについて説明できる。 　関心・意欲の観点： 新規事業創出についての知識、手法を習得すること

により新分野での能動的活動に取り組める。

　●授業の計画（全体） 新産業、新規事業創出について、既存分野における事業計画との違い、必要な思考

の枠組みと実践のための方法論を活用できるようにする

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 ＭＯＴの概要 内容 ＭＯＴの概要と新産業創出論の位置づけを解説する

第 2回 項目 イノベーション・マネジメント 内容 イノベーションのタイプ、プロセスについてその概

要を解説する。イノベーション・モデルの変遷を知り、研究開発の位置づけ、役割を解説する。

第 3回 項目 新産業、新規事業創出の実際【1】内容 技術開発型、市場開拓型、多角化型などの新事業
創出パターンの特徴を解説する。

第 4回 項目 新産業、新規事業創出の実際【2】内容 光学機器メーカーの他分野への事業展開の事例を
取上げ、新事業創出の要件を考察する。

第 5回 項目 市場ニーズの理解【1】内容 将来市場の把握に必要なものの考え方に重点を置いて解説す
る。「先進ユーザーから学ぶ」事例について説明する。

第 6回 項目 市場ニーズの理解【2】内容 潜在ニーズの学習、需要特性の転換点の把握手法を説明する。
第 7回 項目 次世代技術の識別と評価 内容 技術評価のプロセスの概要を解説する。

第 8回 項目シナリオ・プランニング【1】内容シナリオとは何か、予測との違い、それぞれの特徴を
説明する。

第 9回 項目シナリオ・プランニング【2】内容 企業におけるシナリオ・プランニングの事例とその有
効性を解説する。

第 10回 項目シナリオ・プランニング【3】内容 問題設定、キーファクター及びドライビングフォース
の決定技法を解説する。

第 11回 項目 シナリオ・プランニング【4】 内容 シナリ・ロジック、先行指標の選定の手法を説明し、
シナリオ作成技法を解説する。

第 12回 項目 ケース・スタデイ内容 新規事業創出の事例を基に学習した方法論を用いての討議を行う。

第 13回 項目 新産業創出としてのクラスター計画 内容 産業クラスターについて解説し、我が国のクラ

スター計画の現状を説明する。

第 14回 項目 総括 内容 講義の総括

第 15回
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　●成績評価方法 (総合) 課題レポート（期末を含め複数回）と授業中における討論への参加態度、発言内容

を重視。出席回数が基準以下の場合には単位は付与しない。

　●教科書・参考書 教科書： 適宜プリントなど必要な教材を配布する。／ 参考書：「なぜ新規事業は成功

しないのか」, 大江 　建, 日本経済新聞社, 2002年；「ウオートンスクールの次世代テクノロジー・マネ
ジメント」,ジョージ・デイ／ポール・シューメーカー, 東洋経済新報社, 2002年；「シナリオ・プラン
ニングの技法」,ピーター・シュワルツ, 東洋経済新報社, 2000年
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開設科目 プロジェクトマネジメント特論 区分 講義 学年 修士 1年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 前期

担当教官 大島直樹

　●授業の概要 企業などの組織における経営環境の変動に迅速に対応するために、組織のあり方などに様々

な施行が行われている。その中で、プロジェクトに重点を置いた組織の活動が効果的なものとして認識

されている。そこで、この科目では、プロジェクトマネジメントの発想と活用について、その基本的な

考え方や概念の理解を、講義やケーススタディーなどを通して深めることを目的とする。 本科目ではプ

ロジェクトマネジメントの基本として、プロジェクトの概念と立ち上げ、テーマ設定、プロジェクトの

推進手順、代替案設定とリスクマネージメント、コントロールと実行および プロジェクトの完了手続き

のそれぞれのプロセスを学習する。より初歩的な段階から始め、企業内における実践的な応用を重視し

た内容とする。／検索キーワード プロジェクトマネジメント、プログラムマネジメント、ポートフォリ

オマネジメント

　●授業の一般目標 本科目の目標を以下に示す。これらの事項について説明できる、もしくは実践力を修得

すれば、この科目の目指す学習目標に到達したと考えられる。（１）プロジェクトマネジメントの意義

とフレームワークについて説明できる。（２）プロジェクトマネジャーの役割と責任について説明でき

る。（３）プロジェクトマネジメント憲章を策定することができる。（４）プロジェクトマネジメン

トの視点から自己の日常的な業務の課題を分析することができる。（５） 日常的な業務の中で、プロ

ジェクトマネジメントの手法を応用することができる。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点： 講義では、基礎的な知識や背景については、具体的な事例をあげ

ながら講義形式で解説する。現実の問題として捉えることができるよう、具体的な事例を交える。また、

講義だけでは到達できない実践力を、ディスカッションを使ったケース学習などで身につける。 　思考・

判断の観点：プロジェクトマネジメントの知識体系として、５つのプロセス群と９つの知識エリアにつ

いて説明することができる。 一般化されたプロジェクトマネジメントの知識体系プロセスを基にして、

個々の業務に応用することができる。

　●授業の計画（全体） プロジェクトマネジメント特論および新産業創出論は、技術経営研究科のカリキュ

ラム体系における導入科目として位置づけられています。そのため、技術経営研究科１年次の必修科目

となっています。プロジェクト演習は、プロジェクトマネジメント特論および新産業創出論に対応する

演習科目です。プロジェクトマネジメント特論は１５回の講義と７回の演習（プロジェクト演習）で構

成されます。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目プロジェクトマネジメントの概要とフレームワーク 内容 ＆＃ 8226; 企業・産業界のみな
らず、様々な分野においてプロジェクトマネジメント知識体系の整備と、優秀なプロジェクト

マネジャーの育成が急務となっている。そのためは、まずプロジェクトマネジメントの全体像

を理解する必要がある。このモジュールでは、プロジェクトマネジャーが学ぶべき知識体系の

概要を説明する。

第 2回 項目プロジェクト・スコープ・マネジメント 内容 ＆＃ 8226;プロジェクトの目標と目的が明
確になった後、具体的なプロジェクト計画の準備としてスコープの定義ならびに必要なタスク

の洗い出しの作業を行う。洗い出した作業単位毎の役割と責任分担を明確にし、スコープマネ

ジメント計画書を作成する。 授業外指示 ＆＃ 8226; CD-ROM教材のモジュール２について、
ティーチングノートを読んでくること。

第 3回 項目プロジェクト・タイム・マネジメント 内容 ＆＃ 8226; WBS を基にして作業単位毎の作
業量と所要時間の見積りを行って、作業単位のスケジュールを組み立てる。プロジェクト進行

の主幹となるクリティカルパスを明らかにし、またプロジェクトに掛かるコストを見積る。授

業外指示 ＆＃ 8226; CD-ROM教材のモジュール３について、ティーチングノートを読んでく
ること。
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第 4回 項目プロジェクト・コスト・マネジメント 内容＆＃ 8226;このモジュールでは、作成したスケ
ジュール計画に基づいたコストの予算化について解説する。また、プロジェクト計画書の策定

およびプロジェクト組織の立ち上げに関するツールと技法を学び、プロジェクト憲章について

考察する。授業外指示＆＃ 8226; CD-ROM教材のモジュール４について、ティーチングノー
トを読んでくること。

第 5回 項目プロジェクト・リスク・マネジメント 内容 ＆＃ 8226;プロジェクトの実行とコントロー
ルを行うプロセス群は、プロジェクトの実績を測定・追跡するためのプロジェクト計画書が基

本となる。このモジュールではプロジェクトの実績を測定するために必要となる品質計画やリ

スク管理（リスク対応計画書）、調達計画（調達マネジメント計画書）について解説する。 授

業外指示 ＆＃ 8226; CD-ROM教材のモジュール５について、ティーチングノートを読んでく
ること。

第 6回 項目プロジェクトの進捗管理（EVM）１ 内容＆＃ 8226;コスト・マネジメントおよびタイム・
マネジメントのいずれにおいても重要なツールであるアーンドバリューマネジメント（EVM）
の手法について、基本的な事項を解説する。授業外指示＆＃ 8226; CD-ROM教材のモジュー
ル６について、ティーチングノートを読んでくること。

第 7回 項目プロジェクトの進捗管理（EVM）２ 内容＆＃ 8226;コスト・マネジメントおよびタイム・
マネジメントのいずれにおいても重要なツールであるアーンドバリューマネジメント（EVM）
の手法について、応用的な事項を解説する。授業外指示＆＃ 8226; CD-ROM教材のモジュー
ル７について、ティーチングノートを読んでくること。

第 8回 項目 プロジェクト品質マネジメント 内容 ＆＃ 8226; 品質管理プロジェクト成果物の品質は、
試験や検査によって確保するものではなく、計画的に品質レベルを維持できるようにする必要

がある。プロジェクト計画を策定する段階で、品質の管理手順についても十分検討し、計画す

る必要がある。授業外指示＆＃ 8226; CD-ROM教材のモジュール８について、ティーチング
ノートを読んでくること。

第 9回 項目プロジェクト人的資源マネジメント 内容 ＆＃ 8226;プロジェクトマネジメントにおける
人的資源マネジメントについて、動機付け理論などの活用方法やコミュニケーションに関する

ツールなどを学ぶ。授業外指示＆＃ 8226; CD-ROM教材のモジュール９について、ティーチ
ングノートを読んでくること。

第 10回 項目プロジェクトの変更管理と終了 内容 ＆＃ 8226; 変更管理マネジメントの方法について学
ぶ。プロジェクト・マネージャーの役割は、プロジェクトの実行と同時にプロジェクトの進捗

を把握し、スコープの変更を管理することが中心になる。さらにプロジェクトの終結と、事後

の見直しをする意義について考察する。授業外指示＆＃ 8226; CD-ROM教材のモジュール１
０について、ティーチングノートを読んでくること。

第 11回 項目プロジェクトマネジメント実践スキル 　制約理論 内容 ＆＃ 8226; 問題解決のための強力
なツールとなる制約理論の概要について説明する。

第 12回 項目プロジェクトマネジメント実践スキル 　クリティカルチェーンマネジメント 内容＆＃8226;
制約理論の応用としてタイムマネジメントに適用したクリティカルチェーンマネジメントの考

え方を学ぶ。

第 13回 項目プロジェクトマネジメント実践チェック 内容 ＆＃ 8226;プロジェクトマネジメントに関
する総合的な理解度をチェックするために、３択式のチェック問題を行います。出題する問題数

は 100問程度の予定です。
第 14回 項目 総括およびプロジェクトマネジメントに関する最新情報 内容＆＃ 8226; 近年、プロジェク

トマネジメントに対する組織としての総合力を評価すべきであるという考え方が一般的になっ

てきた。その考え方に基づいて、PMI(R)（Project Management Institute）から 2003年に公
開された OPM3(R)（Organizational Project Management Maturity Model：プロジェクトマ
ネジメント組織成熟度モデル）について、概略を解説する。

第 15回
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　●成績評価方法 (総合) ケーススタディレポート、期末レポートの結果を基に成績評価を行います。それぞ

れの占める比率は、・ ケーススタディレポート 　50％ ・ 期末レポート 　50％ とします。

　●教科書・参考書 教科書：実践プロジェクトマネジメント（CD-ROM）, 大島直樹, EMEパブリッシング,
2004年； 教科書は第１回目の授業で案内します。／ 参考書：プロジェクトマネジメント知識体系ガイ
ド 　第３版, PMI, PMI, 2004年

　●連絡先・オフィスアワー 随時
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開設科目 知的財産権論 区分 講義 学年 修士 1年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 前期

担当教官 木村友久

　●授業の概要 知価社会の到来により、商品化過程に介在する知的財産の価値が再認識されている。この科

目では、研究開発あるいは商品製造過程で求められる知的財産に関する総合的知識の修得とスキル形成

を行う。 知的財産は、「製品等の開発製造過程で創作される知的財産」「営業上の信用が化体されている

知的財産」「思想または感情の創作物に関わる知的財産」の三類型に区分される。知的財産権論では、学

習者にこれらの全体像を認識させるとともに、特に発明の同一性判断を起点とする知識の深化と実践的

態度形成に重点を置き、実際の開発製造現場で技術情報等の取得から戦略的判断に至る系統的な知的財

産対応能力の形成を目指す内容となっている。即ち、特許発明の同一性判断・特許情報および特許管理・

パテントマップ作成モジュールを設定することにより、受講者が特許侵害各論で部分的な法律解釈に偏

ることなく、客体情報や技術等の推移を踏まえた一貫した実践的対応が可能となるようにしている。

　●授業の一般目標 この科目を受講し、以下のような実力が身に付くと、この科目の目指す学習目標に到達

したと考えられる。 　（１）研究開発や商品製造部門で、知的財産の全体像から業務上直接的に関係す

る事項を選択し、当該事項を業務に適用して初動段階で適切な知的財産対応を行うことができる。ここ

での、知的財産対応には、自己あるいは所属部門で完結した対応を行うだけでなく、状況に応じて企業

内の権利化部門や侵害訴訟対応部門等と効果的な連携を図る能力も含まれる。（２）自己あるいは所属

部門の業務に合わせて、特許等の知的財産権情報検索を適切に行い基本的なパテントマップを作成する

ことができる。（３）特許発明の技術的範囲について、技術者の立場から的確な解釈を行うことができ

る。（４）パテントマップや特許発明の技術的範囲同一性判断等を手がかりに、技術開発動向の把握お

よび研究開発の方向付けを行うことができる。（５）特許侵害訴訟における基本的な法律上の論点を理

解した上で、技術者の視点から特許発明技術的範囲同一性判断を行い、法務部門と連携して訴訟対応に

必要な資料をまとめることができる。（６）所属部門の業務に合わせた、ソフトウェア、デザイン、ノ

ウハウを含む知的財産管理を適切に行うことができる。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点：特許侵害訴訟における基本的な法律上の論点を理解する。 　思考・

判断の観点： 自己あるいは所属部門で完結した対応を行うだけでなく、状況に応じて企業内の権利化部

門や侵害訴訟対応部門等と効果的な連携を図る。 　技能・表現の観点：（１）研究開発や商品製造部門

で、知的財産の全体像から業務上直接的に関係する事項を選択し、当該事項を業務に適用して初動段階

で適切な知的財産対応を行うことができる。（２）自己あるいは所属部門の業務に合わせて、特許等の

知的財産権情報検索を適切に行い基本的なパテントマップを作成することができる。（３）特許発明の

技術的範囲について、技術者の立場から的確な解釈を行うことができる。（４）パテントマップや特許

発明の技術的範囲同一性判断等を手がかりに、技術開発動向の把握および研究開発の方向付けを行うこ

とができる。（５）特許侵害訴訟における基本的な法律上の論点を理解した上で、技術者の視点から特

許発明技術的範囲同一性判断を行い、法務部門と連携して訴訟対応に必要な資料をまとめることができ

る。（６）所属部門の業務に合わせた、ソフトウェア、デザイン、ノウハウを含む知的財産管理を適切

に行うことができる。

　●授業の計画（全体） 講義では、基礎的な知識や判例を具体的な事例とともに解説する。 　なお、特許情

報の検索ないしパテントマップ制作実習では、特許庁が提供する特許電子図書館と山口大学が運用する

特許電子図書館を併用して最終的に実習レポート提出を行う。最後の総合演習は、テーマを設定した発

表形式でディスカッションを実施する。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 知的財産概論 内容 １ 　知的財産制度の全体像とそれらに共通する基本理念を理解し、研

究開発あるいは商品製造部門で起こり得る事象を、知的財産制度に当てはめながら初歩的な対

応をすることができる。２ 　新聞等の情報から知的財産領域における今日的課題を抽出し、そ
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の内容と背景を要約することができる。３ 　企業規模あるいは業種毎に、いくつかの代表的な

知的財産戦略を理解する。

第 2回 項目 特許発明の同一性判断 内容 １ 　発明の技術的範囲同一性判断について、法律上及び研究

開発上の意義を理解する。２ 　発明の技術的範囲同一性判断手法を理解し、判断に利用する参

酌資料の収集と整理を行うことができる。３ 　参酌資料を利用して、代表的な技術分野につい

て初歩的な発明の技術的範囲同一性判断を行うことができる。４ 　他社の特許発明を回避する

ための基本的な方策を立案することができる。

第 3回 項目 特許情報および特許管理 内容 １ 　実体的特許要件を理解し、所属部門に関連する技術領

域について発明特許化の可能性や特許発明について無効理由包含の有無を報告することができ

る。２ 　手続的特許要件を理解し、所属部門における特許管理を行い、社内知的財産部門等と

手続きに関し適切な連携を取ることができる。３ 　特許要件の知識を基に、特許情報解釈能力

を深化することができる。特許等データベースの全体像と基本的検索方法を理解し、自立的に

特許情報検索を行うことができる。

第 4回 項目 パテントマップ 内容 １ 　特許電子図書館検索において、所属部門の研究領域に合わせて

テーマ設定を行い必要な情報の検索をすることができる。２ 　特許電子図書館から取得した情

報を加工し、いくつかの異なる観点からパテントマップを作成することができる。３ 　各自が

作成したパテントマップを持ち寄り、研究開発の方向付けや開発内容について優先順位を付与

することができる。

第 5回 項目 特許侵害各論 I 内容 １ 　直接侵害概念について法的根拠と具体的な事案解決手法を理解

する。２ 　主要な技術領域毎に、特許発明の技術的範囲同一性判断に重点を置いて、事案解決

に向けた戦略立案を行うことができる。３ 　均等論の現状と理論形成に至る歴史的経緯を理解

し、個別事案中に均等概念を含めた特許発明の技術的範囲同一性判断を組み込むことができる。

特許侵害訴訟（直接侵害部分）において、社内知的財産部門や外部法律事務所・特許事務所等

と連携した行動を取ることができる。

第 6回 項目 特許侵害各論 II 内容 １ 　間接侵害概念について法的根拠と具体的な事案解決手法を理解

する。２ 　従来から判例実務上の蓄積がある間接侵害条項（特許法１０１条１項、３項）につ

いて、確立された取り扱いを理解したうえで個別事案に適用することができる。３ 　平成１４

年法律改正で追加された主観的要件を加味する条項（特許法１０１条２項、４項）について、

制定経緯を理解し比較法的検討を加えることで個別事案への適用を試みることができる。４ 　

直接侵害概念と合わせて、侵害訴訟全般の基本的攻防について論理的に戦略を立てて実行する

ことができる。５ 　特許侵害訴訟（間接侵害部分）において、社内知的財産部門や外部法律事

務所・特許事務所等と連携した行動を取ることができる。

第 7回 項目 特許侵害各論 III 内容 １ 　国内用尽概念を理解し、侵害訴訟中で当該概念を利用した理

論構成を行うことができる。２ 　修理補修の各種態様と用尽概念適用の可否を対応させて判断

し、研究開発や商品製造現場における各種メンテナンスに対する法的対応を行うことができる。

３ 　国際的用尽概念を理解し、商品の輸出入において知的財産の観点から起こりうる検討課題

を報告することができる。４ 　特許侵害訴訟（用尽論部分）において、社内知的財産部門や外

部法律事務所・特許事務所等と連携した行動を取ることができる。

第 8回 項目 特許侵害各論� 内容 １ 　特許権の制約および利用抵触関係について、研究開発あるいは

商品製造過程で発生する事案を整理して適用することができる。２ 　約定実施権の基本的性格

を理解する。３ 　法定通常実施権に共通する性格を理解し、特に先使用にもとづく法定通常実

施権と職務発明にもとづく法定通常実施権について、研究開発あるいは商品製造過程で発生す

る事案を整理して適用することができる。４ 　特許侵害訴訟（特許権の各種制約および利用抵

触関係部分）において、社内知的財産部門や外部法律事務所・特許事務所等と連携した行動を

取ることができる。

第 9回 項目ソフトウェアの総合的な保護 内容１ 　ソフトウェアの著作権法による保護について、歴史

的な経緯を含めて理解する。２ 　ソフトウェアの特許法による現実的な保護について、歴史的
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な経緯を含めて理解する。３ 　ソフトウェアの各種特許表現手法を理解し、所属する研究開発

あるいは商品製造部門で生産したソフトウェアを効果的に特許化することができる。 特許法・

著作権法等の複数の法律を利用して、所属する研究開発あるいは商品製造部門で生産したソフ

トウェアを総合的に保護することができる。

第 10回 項目デザインの総合的な保護 内容 １ 　意匠法によるデザイン保護の基本を理解する。２ 　意

匠法にもとづいて基礎的な意匠の類否判断を行うことができる。３ 　不正競争防止法による商

品形態模倣行為概念を歴史的推移も含めて理解し、意匠法と併せて所属する研究開発あるいは

商品製造部門における総合的なデザイン保護手法を提案することができる。４ 　著作権法にお

ける商業デザイン保護の可能性と限界を理解する。

第 11回 項目 不正競争行為 内容 １ 　不正競争行為防止法に基づく不正競争行為の全体像を理解する。

２ 　民法も含めたノウハウ保護法制の全体像を理解する。３ 　営業秘密の不正取得行為と法律

上の手当を理解し、所属部門の営業秘密管理も含めた実務対応を行うことができる。４ 　技術

的制限手段の解除等行為と法律上の手当を理解し、所属部門において該当事案が発生した場合

に適切な対応を行うことができる。

第 12回 項目 総合演習 I 内容 １ 　パテントクリアランス関連問題を、自立的に解決できる。 ２ 　模擬

侵害訴訟の解決方法について、自立的に戦略的立案を行うことができる。３ 　模擬侵害訴訟の

解決を助けるために、社内知的財産部門や外部法律事務所・特許事務所等と連携して必要な報

告書を作成することができる。

第 13回 項目 総合演習 II 内容 １ 　パテントクリアランス関連問題を、自立的に解決できる。２ 　模擬

侵害訴訟の解決方法について、自立的に戦略的立案を行うことができる。３ 　模擬侵害訴訟の

解決を助けるために、社内知的財産部門や外部法律事務所・特許事務所等と連携して必要な報

告書を作成することができる。

第 14回 項目 総合演習 III 内容 １ 　パテントクリアランス関連問題を、自立的に解決できる。 ２ 　模

擬侵害訴訟の解決方法について、自立的に戦略的立案を行うことができる。３ 　模擬侵害訴訟

の解決を助けるために、社内知的財産部門や外部法律事務所・特許事務所等と連携して必要な

報告書を作成することができる。

第 15回 項目 総合演習� 内容 １ 　パテントクリアランス関連問題を、自立的に解決できる。２ 　模擬

侵害訴訟の解決方法について、自立的に戦略的立案を行うことができる。３ 　模擬侵害訴訟の

解決を助けるために、社内知的財産部門や外部法律事務所・特許事務所等と連携して必要な報

告書を作成することができる。

　●成績評価方法 (総合) ケーススタディレポートあるいは実習レポート、期末試験あるいは期末レポートの

結果を元に成績評価を行う。それぞれの占める比率は、ケーススタディレポートあるいは実習レポート、

期末試験あるいは期末レポート、クラスへの貢献度を合計して成績を評価する。それぞれの占める比率

は、ケーススタディレポートあるいは実習レポート 　４５％、期末試験あるいは期末レポート 　４０％、

クラスへの貢献度（ディスカッションへの参加など） 　１５％。

　●教科書・参考書 教科書：大学と研究機関のための知的財産教本, 山口大学知的財産本部監修, ＥＭＥ出版,
2004年／ 参考書： 書いてみよう特許明細書・出してみよう特許出願, 特許庁編, 特許庁, 2003年； 研究
開発活かそう社会に, 特許庁編, 特許庁, 2003年

　●メッセージ ・講義中に指定した資料や判例は、一通り目を通してください。・パテントマップ作成等は

学生自身の専門領域で作成するので、予め電子図書館等で概要を検索してください。 　・授業内のディ

スカッションに積極的に参加してください。

　●連絡先・オフィスアワー 研究室電話番号 0836-85-9909 　　緊急連絡先 090-7391-4578 電子メール 　t-
kimura@yamaguchi-u.ac.jp
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開設科目 会計・財務特論 区分 講義 学年 修士 1年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 前期

担当教官 向山尚志

　●授業の概要 企業経営の成功・不成功を測るための尺度として財務会計に基づく数値の把握は必須である。

財務諸表が作成される基本的な原則を理解し、それぞれの数値が相互にどのような連関を持っているの

かという意味を理解することが重要である。これを理解することにより適切な数値指標に基づく企業経

営が可能となる。さらに、投資の評価方法などの企業財務の基礎的な考え方を身につける。／検索キー

ワード 損益計算書、貸借対照表、キャッシュフロー計算書、財務分析、投資分析、ディスカウント・キャッ

シュフロー、

　●授業の一般目標 損益計算書、貸借対照表、キャッシュフロー計算書などの財務諸表がどのような意味を持

ち、どのように作成されるのか、特にそれらにおける数値の相互連関を理解する。それにより財務諸表

の数値から企業経営の成果を適切に判断できるようになる。また、投資の分析方法等についても理解し、

適切な投資判断ができるようになる。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点： 財務諸表の基本原則や相互関係を理解し、財務データから企業経

営の成果や特徴を判断できるようになる。 　思考・判断の観点：財務分析、投資分析などの手法を使い、

資金調達や投資の意思決定において企業経営の数値による適切なコントロールができるようになる。 　

関心・意欲の観点： 自らの企業や同業他社などの財務戦略に関心を持ち、企業価値を高めるためにどの

ような経営戦略を用いることが良いのか、研究開発・技術開発、販売戦略などを含む総合的な観点に立っ

た経営を考えるようにする。

　●授業の計画（全体） 企業会計や投資分析に関する基礎知識や考え方について学習する。プログラムは，

キャッシュ・フロー計算書，損益計算書，貸借対照表等に関する学習と，財務諸表分析，投資採算性分析，

及び，ケース・スタディにより構成される。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 財務会計の概要 内容 講義全体の概要と教材について

第 2回 項目 複式簿記の原理 内容 財務会計の基礎となる複式簿記の特徴と仕訳

第 3回 項目 キャッシュフロー 内容 キャッシュフローと損益の違いについて

第 4回 項目 財務会計演習１ 内容 表計算ソフトを用いた演習

第 5回 項目 財務会計演習２ 内容 表計算ソフトを用いた演習

第 6回 項目 財務会計演習３ 内容 表計算ソフトを用いた演習

第 7回 項目 財務会計演習４ 内容 表計算ソフトを用いた演習

第 8回 項目 企業会計原則１ 内容 企業会計原則を読み理解する

第 9回 項目 企業会計原則２ 内容 企業会計原則を読み理解する

第 10回 項目 減価償却と棚卸資産評価 内容 減価償却方法（定額法・定率法）と棚卸資産評価方法によ

り原価がどのように変動するか

第 11回 項目 原価計算 内容 原価計算手法の基礎

第 12回 項目 財務諸表分析 内容 財務諸表のデータを用いて分析を行う手法

第 13回 項目 投資分析 内容 予測財務データに基づき投資を分析・評価する手法

第 14回 項目 投資分析演習 内容 ケーススタディに関する投資分析演習とプレゼンテーション

第 15回 項目 まとめ・試験

　●成績評価方法 (総合) 講義への出席、ケーススタディレポートあるいは実習レポート、期末試験あるいは

期末レポートの結果を基に成績評価を行う。

　●教科書・参考書 教科書： 財務会計演習, 広畑伸雄ほか, EMEパブリッシング, 2004年／ 参考書： ゼミ
ナール「現代会計入門」, 伊藤邦雄, 日本経済新聞社, 2003年； 企業会計超入門, アンダーセンビジネス
スクール編, エクスメディア, 2001年
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　●メッセージ 企業活動の目的は「企業価値」を高めることであり、そのための手段として企業会計の基本

構造を理解することが重要です。特に技術部門の方々などにとってはなじみにくい分野かもしれません

が、基礎を理解できれば企業を見る目がずいぶん違ってくることと思いますので、積極的に学習してく

ださい。

　●連絡先・オフィスアワー 大学院技術経営研究科（Ｄ講義棟４Ｆ）
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開設科目 組織と人材マネジメント特論 区分 講義 学年 修士 1年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 前期

担当教官 河村榮

　●授業の概要 企業経営において、人材は長期的な競争力を維持・強化するために必要な経営資源であり、そ

の巧拙が企業の戦略・成長に大きく影響する。本科目では、将来の経営層や管理職にとって必要な項目

に焦点を絞り人的資源の考え方、人事制度設計、労務管理、モチベーションと報酬制度、退職金・年金

制度などを理解する。授業の構成は、基本的な知識の習得と同時に、理解を深め実践的な内容とするた

めに具体的な事例を取り入れる。／検索キーワード 組織と人は経営の両輪である

　●授業の一般目標 （１）組織の目標や構造・文化、組織における人間行動、リーダーシップなど、組織の全

体像について説明できる（２）組織を実際に動かす人間の行動やモチベーションと報酬など労務管理に

関する全体を理解し、人材マネジメントと経営について説明できる

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点： 組織の機能・目的や人材が経営資源であることを理解し、組織の

なかで有効活用できる 　思考・判断の観点： 組織改革や人材活用の考え方を身につけ、問題解決に利用

できる 　関心・意欲の観点： 同業他社や他組織の機能や人材活用に関心を持ち、長期的な活力・競争力

などの観点より経営に貢献できる

　●授業の計画（全体） 組織や人材が経営に与える影響について学習し、企業価値向上へのプロセス、考え

方を考察す る

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 組織とは 内容 組織は社会の構成要素であり、その行動や変化が人間社会に大きな影響を

与えていることを理解し、消費者、参加者、経営者などの観点からみた課題について考察する。

第 2回 項目 組織デザイン 内容 組織形態の生成過程、現代の組織の問題点や解決すべき題について理

解する. 企業の事例を取り上げる。
第 3回 項目 連結経営 内容 事業の細分化、海外への事業展開などに伴いグループ経営の重要性が増し

ている中、親会社と子会社の資源の最適化、組織横断による機能集中化などを学習し連結経営

の目的を考察する。

第 4回 項目 組織と効率化 内容 組織の非効率化（例えばフリーライダー）に起因する諸問題について

理解し ,組織構成員と効率化の関連について考察する。
第 5回 項目 組織文化と人間行動 内容 創業者の経営理念や企業の歴史が組織に与える影響について学

習し、個人の判断や行動にどう具現化しているかを考察する。

第 6回 項目 リーダーシップ 内容 対人的な影響関係をとらえる上で不可欠なリーダーシップのモデル

について学習し、管理監督者の役割や行動について考察する。

第 7回 項目 リスクマネジメント 内容 内部統制の基本や日本企業の実態について学習し、内部統制に

対する取り組みについて考察する。

第 8回 項目 人材マネジメント 内容 企業や組織がどう人材を活用すればよいのか、「戦略達成と競争力

維持」、「活用や成長」の観点より考察する。

第 9回 項目 労務管理と雇用 内容 労務管理の目的・機能や人的資源の開発などについて理解し、従業

員の価値観変化、高齢化、女性の活性化などについて考察する。

第 10回 項目 モチベーションと報酬 内容 [人は何のために働くのか]を日本型、米国型の観点から学習
し、その比較を通して報酬がモチベーションに与える影響を考察する。

第 11回 項目 人材育成と評価 内容 人材の貢献可能性や人材価値を高めるマネジメント機能について理

解し、評価が人材育成にどのような役割を果たしているか、評価はどうあるべきかについて考

察する。

第 12回 項目 退職金と年金制度 内容 退職金や年金制度の生成した背景、目的などを理解し、経営にお

ける問題点を財務的見地より考察する。
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第 13回 項目 労使関係管理 内容 労働組合の組織形態や戦後の経営に果たした役割などについて学習し、

今後の経営と労組の関係について考察する。

第 14回 項目 海外事業と労務管理 内容 海外現地法人の派遣要員人事管理や現地経営化におけるローカ

ル人事管理について理解し、経営グローバル化における労務管理のあり方について考察する。

第 15回 項目 まとめ

　●成績評価方法 (総合) 中間・期末レポートをもとに総合評価する

　●教科書・参考書 教科書： 特にないが、授業の中で資料のコピー配布します

　●メッセージ 組織と人材は経営の要であり、企業の成否は人材の活用にある

　●連絡先・オフィスアワー 内線 9066 　　　火曜日～土曜日で事前に連絡あれば対応します
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開設科目 企業経営特論 区分 講義 学年 修士 1年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 前期

担当教官 稲葉和也

　●授業の概要 ・本科目では経営課題を解決するために必要な経営戦略、マーケティング、ファイナンスの主

要なフレームワークを体系的に紹介し、各分野でのコンセプト・ツールの理解及び活用を目的とする。・

結果として、ケース・ディスカッション中心の専門分野での効率的な学習を可能とすることができる。／

検索キーワード 企業経営 　・経営戦略 　・マーケティング 　・ファイナンス 　・マネジメント

　●授業の一般目標 ・企業の取り組むべき課題は何かについての理解 ・解決するために必要なツールの活用

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点：・企業経営全般に亘り必要な概念の習得する・経営の意思決定に

おいて経営戦略・マーケティング・ファイナンスが相互に関連していることを理解する 　思考・判断の

観点：・戦略を選択する場合の考え方を習得 　関心・意欲の観点：・経済新聞・雑誌についての興味が

増し理解が深まること

　●授業の計画（全体） ・授業全体を、１．企業戦略、2.マーケティング、３．ファイナンス＆アカウンティ
ングの 3部で構成して、各分野に 4コマ、4コマ、４コマの配分をして小テストと解説を 3コマとする。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 経営戦略の意義と全社戦略

第 2回 項目 事業戦略と競争戦略

第 3回 項目 戦略の実行と最近のトピックス

第 4回 項目 小テストと解説

第 5回 項目 マーケティングとは何か？環境分析と市場戦略

第 6回 項目 マーケティングミックス

第 7回 項目 新しいマーケティング潮流

第 8回 項目 小テストと解説

第 9回 項目 企業経営と企業財務ーファイナンスの基礎

第 10回 項目 投資の意思決定

第 11回 項目 資金調達と資本政策

第 12回 項目 企業価値

第 13回 項目 指標分析

第 14回 項目 小テストと解説

第 15回 項目 まとめ

　●成績評価方法 (総合) ・ 　1．経営戦略 2.マーケティング 3.フアイナンスの各部ごとに小テストを実施
（１０ｘ３＝３０％）・期末に課題レポートの提出（６０％）・授業中の発言・参加度合い（１０％）

　●教科書・参考書 教科書：ＭＢＡマネジメント・ブック,グロ－ビス・マネージメント・インスティテュー
ト,ダイヤモンド社, 2002年

　●メッセージ 技術者にとって馴染みにくいマネジメントに関するフレームワークを身につけていただきま

す。戦略・マーケティング・ファイナンスが経営の意思決定を行う上で、相互に関連していることが理

解できればと願っています。
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開設科目 経営組織特論 区分 講義 学年 修士 1年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 後期

担当教官 河村榮

　●授業の概要 企業の目的は、健全な利益をあげて成長しながら企業価値を最大にすることであり、効率的

で革新的な組織、変化に対応した組織改革も重要な戦略の一つです。組織を構成するのは人であり、「強

い組織」と「弱い組織」を分けるのはその構成員にあるとの見方もできます。本科目では、企業文化と

改革、人事制度とモチベーション、危機管理、外部環境変化に企業組織はどう対処したか、実例をもと

に学習し実践的な応用力を養う。／検索キーワード 組織は経営の基本

　●授業の一般目標 企業経営における組織の仕組みや役割を学習するとともに、企業価値最大化・企業に内

在するリスク・経営のグローバル化などに企業はどのように対処しているかを考察する。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点：理解の観点：組織の構造・機能や組織における人間関係（リーダー

シップ）などを理解し、その役割を説明できる 　思考・判断の観点： 実例を基にケースディスカッショ

ンをすることで、より実践的な応用力を身につけて判断に応用できる 　関心・意欲の観点： 組織の管理

者になった立場で経営を考え経営革新を目指すとともに、企業価値向上を考える

　●授業の計画（全体） 理論と実例の組み合わせにより、実践力の向上をはかる

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 企業と経営理念 内容 経営理念の生成やＣＳＲとステークホルダーについて理解し、企業

が経営の中でどう取り組んでいるか事例をもとに考察する

第 2回 項目 企業とコンプライアンス 内容 組織におけるコンプライアンスについて理解し、不祥事の

発生する背景と牽制機能について考察する。企業の事例を取り上げる。

第 3回 項目 組織のデザイン 内容 株主総会と取締役の使命、コーポレート・ガバナンスなどを理解し、

組織の機能について考察する。企業の事例を取り上げる。

第 4回 項目 経営計画と経営方針 内容 経営計画の目的・背景を学習し、資源配分や経営戦略について

考察するとともに、組織方針管理の手法を習得する。企業の事例を取り上げる。

第 5回 項目 組織と工場管理 内容 原価計算と工場運営、キャシュフロー原価、原価企画について理解

し、現場力向上の方法について考察する。

第 6回 項目 人事制度と報酬（１）内容 企業の人事制度や労務政策について理解し、退職金・年金制

度や成果主義について考察する。企業の事例を取り上げる。

第 7回 項目 人事制度と報酬（２）内容 海外会社の人事制度や労務政策について学習し、海外子会社

の経営方、異文化などについて考察する。企業の事例を取り上げる。

第 8回 項目 組織とリスクマネジメント 内容 企業のリスクと内部統制について理解し、緊急時の危機

管理体制について考察する。企業の事例を取り上げる。

第 9回 項目 組織と危機管理 内容 実際のリコールを事例に、海外での危機管理について理解し、海外

事業のリスク管理とその対策について考察する。

第 10回 項目グローバル化と経営組織 内容 海外事業における「日本本社の役割」と「子会社の経営独

自性」について理解し、連結経営の本質を考察する。欧州の事例を取り上げる。

第 11回 項目 組織改革（１）内容 組織腐敗のメカニズムと組織存続について理解し、企業の事例によ

る討議をとおして、組織活性化について考察する。

第 12回 項目 組織改革（２）内容 組織の意識改革について学習し、企業の事例をもとに、改革の成功

要因を考察する。

第 13回 項目 リーダーシップ 内容 組織と個人行動、モチベーション、企業文化などを学習し、組織に

おけるリーダーシップについて考察する。

第 14回 項目 事例研究 内容「再建プロデューサー 　村井 　勉」をもとに企業における意識改革を議論

する。

第 15回 項目 まとめ
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　●成績評価方法 (総合) 中間レポート、期末レポートの結果をもとに成績評価する

　●教科書・参考書 教科書： 特にないが、授業の中で資料のコピー配布します。

　●メッセージ 組織を考察することにより企業経営のこつを学習する

　●連絡先・オフィスアワー 内線 　9066 　　　事前に連絡あればその時間に対応します
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開設科目 戦略思考特論 区分 講義 学年 修士 1年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 後期

担当教官 NGUYEN PHUC HUU

　●授業の概要 意思決定問題に対する考え方とその解決法について学ぶ。／検索キーワード 問題発見 　問題

解決 　MECE 分析ツール 経済性分析 決定の基準 　評価 　リスク

　●授業の一般目標 状況把握、決定分析、実行計画、問題分析という一連の基本的な思考プロセスをステップ

ごとに理解し、ビジネスの現場で対応できることを目指す。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点：ビジネス課題の発見・解決の手法や経済性分析の基本原則を理解

し、事例の本質を把握し、適切な意思決定ができるようにする。 　思考・判断の観点：MECE、分析ツー
ル、経済性分析などの手法を使い、事例から学ぶ経験と合わせ、意思決定において市場・企業経営の数

値について適切な解釈ができるようにする。

　●授業の計画（全体） 以下の３つ内容を講義する：１）ビジネス課題の発見・解決の手法 ２）経済性分析

の基本原則 ３）事例研究

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 戦略思考の紹介と問題発見・問題解決・MECEについての講義 内容 我々がうまく問題解
決、意思決定できないのは、多くの場合、問題そのものを正しく認識できていないことに原因

がある。問題発見のための構想力を身につける。

第 2回 項目 分析ツール（分析切り口） 内容 問題解決のための分析手法（4P,3C,SWOT,費用効果分
析、パレート分析等）が講義される。 授業外指示 電卓を必ず持ち込むこと。

第 3回 項目 練習 内容 問題発見と解決の練習が行われる。 授業外指示 電卓を必ず持ち込むこと。

第 4回 項目 経済性分析の紹介 内容 経済性分析のための正しいデータや計算のための基本原則。授業

外指示 電卓を必ず持ち込むこと。

第 5回 項目 経済性分析 　２ 内容 個別案件の経済性評価指標と計算方法。 授業外指示 電卓を必ず持

ち込むこと。

第 6回 項目 経済性分析 　３ 内容 不確実な見通しの下での実践的な経済性分析手法。 授業外指示 電

卓を必ず持ち込むこと。

第 7回 項目 経済性分析の練習 内容 経済性分析の練習が行われる。 授業外指示 電卓を必ず持ち込む

こと。

第 8回 項目 経済性分析の練習 内容 経済性分析の練習が行われる。 授業外指示 電卓を必ず持ち込む

こと。

第 9回 項目 決定する時の落とし穴 内容「人間の知性は否定よりも肯定によって突き動かされる。こ

れは人間に生まれ備わった錯誤であり、決してなくなることはない」フランシス・ベーコン。

第 10回 項目 第１週から第９週までのまとめ

第 11回 項目 中間試験 授業外指示 本・資料の持ち込みを認める。電卓を必ず持ち込むこと。

第 12回 項目 事例研究 内容 企業設立時の事業の立ち上げ、交渉の方法などに関する判断・決定などに

ついて考察する。

第 13回 項目 投資戦略 内容 投資判断、回収基準などを財務・税務の観点より学習し、事例について可

否を考察する。

第 14回 項目 事例研究 内容 企業で発生した事例について対処方法を学習し、その是非について考察

する。

第 15回 項目 まとめ

　●成績評価方法 (総合) 宿題、課題レポート、中間試験、期末レポートの結果を基に成績評価を行う。出席

回数が基準以下の場合には単位は付与しない。
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　●教科書・参考書 教科書： プリントを配布する。／ 参考書： 戦略思考力－例題・演習でやさしく身につ

く, 東条 恵明、五十嵐 雅之, 日本能率協会マネジメントセンター, 2003年； おはなし経済性分析, 伏見
多美雄, 日本規格協会, 2002年； 新版 経済性工学の基礎－意思決定のための経済性分析, 千住 鎮雄、伏
見 多美雄, 日本能率協会マネジメントセンター, 1994年

　●メッセージ 社会人の皆さんに持っている貴重な人生知恵と職場経験を積極に授業に取り込んでほしい。

　●連絡先・オフィスアワー Email: phuc@yamaguchi-u.ac.jp 宇部キャンパスのオフィスアワー：金曜日午
後以降
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開設科目 意思決定論 区分 講義 学年 修士 2年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 前期

担当教官 NGUYEN PHUC HUU

　●授業の概要 意思決定問題に対する考え方とその解決法について学ぶ。／検索キーワード 問題発見 　問題

解決 　MECE 分析ツール 経済性分析 決定の基準 　評価 　リスク

　●授業の一般目標 状況把握、決定分析、実行計画、問題分析という一連の基本的な思考プロセスをステップ

ごとに理解し、ビジネスの現場で対応できることを目指す。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点：ビジネス課題の発見・解決の手法や経済性分析の基本原則を理解

し、事例の本質を把握し、適切な意思決定ができるようにする。 　思考・判断の観点：MECE、分析ツー
ル、経済性分析などの手法を使い、事例から学ぶ経験と合わせ、意思決定において市場・企業経営の数

値について適切な解釈ができるようにする。

　●授業の計画（全体） 以下の３つ内容を講義する：１）ビジネス課題の発見・解決の手法 ２）経済性分析

の基本原則 ３）事例研究

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 戦略思考の紹介と問題発見・問題解決・MECEについての講義 内容 我々がうまく問題解
決、意思決定できないのは、多くの場合、問題そのものを正しく認識できていないことに原因

がある。問題発見のための構想力を身につける。

第 2回 項目 分析ツール（分析切り口） 内容 問題解決のための分析手法（4P,3C,SWOT,費用効果分
析、パレート分析等）が講義される。 授業外指示 電卓を必ず持ち込むこと。

第 3回 項目 練習 内容 問題発見と解決の練習が行われる。 授業外指示 電卓を必ず持ち込むこと。

第 4回 項目 経済性分析の紹介 内容 経済性分析のための正しいデータや計算のための基本原則。授業

外指示 電卓を必ず持ち込むこと。

第 5回 項目 経済性分析 ２ 内容 個別案件の経済性評価指標と計算方法。 授業外指示 電卓を必ず持ち

込むこと。

第 6回 項目 経済性分析 ３ 内容 不確実な見通しの下での実践的な経済性分析手法。 授業外指示 電卓

を必ず持ち込むこと。

第 7回 項目 経済性分析の練習 　１ 授業外指示 電卓を必ず持ち込むこと。

第 8回 項目 経済性分析の練習 　２ 授業外指示 電卓を必ず持ち込むこと。

第 9回 項目 決定する時の落とし穴 内容「人間の知性は否定よりも肯定によって突き動かされる。こ

れは人間に生まれ備わった錯誤であり、決してなくなることはない」フランシス・ベーコン。

第 10回 項目 第 9週までのまとめ
第 11回 項目 中間試験 授業外指示 本・資料の持ち込みを認める。電卓を必ず持ち込むこと。

第 12回 項目 事例研究 内容 企業設立時の事業の立ち上げ、交渉の方法などに関する判断・決定などに

ついて考察する。

第 13回 項目 投資戦略 内容 投資判断、回収基準などを財務・税務の観点より学習し、事例について可

否を考察する。

第 14回 項目 事例研究 内容 企業で発生した事例について対処方法を学習し、その是非について考察

する。

第 15回 項目 まとめ

　●成績評価方法 (総合) 宿題、課題レポート、中間試験、期末レポートの結果を基に成績評価を行う。出席

回数が基準以下の場合には単位は付与しない。

　●教科書・参考書 教科書： プリントを配布する。／ 参考書： 戦略思考力－例題・演習でやさしく身につ

く, 東条 恵明、五十嵐 雅之, 日本能率協会マネジメントセンター, 2003年； おはなし経済性分析, 伏見
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多美雄, 日本規格協会, 2002年； 新版 経済性工学の基礎－意思決定のための経済性分析, 千住 鎮雄、伏
見 多美雄, 日本能率協会マネジメントセンター, 1994年

　●メッセージ 社会人の皆さんに持っている貴重な人生知恵と職場経験を積極に授業に取り込んでほしい。

　●連絡先・オフィスアワー Email: phuc@yamaguchi-u.ac.jp 宇部キャンパスのオフィスアワー：金曜日午
後以降
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開設科目 国際経営戦略特論 区分 講義 学年 修士 2年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 前期

担当教官 稲葉和也

　●授業の概要 本科目では、グローバル企業の経営動向を理解するために必要な事業のグローバル化を促進

する要因（企業価値の向上）についてさまざまな視点から講義する。とくに、グローバル規模で付加価値

を創生し、競争優位を強固にするための戦略について、具体的事例を活用して解説する。また、グローバ

ルな戦略提携や企業買収についても、具体的事例を検討しながら体系的理解を目指す。さらに、グロー

バル事業の経営組織論や統合化や現地化などの個別戦略についても言及する。

　●授業の一般目標 本科目の目標は、以下に示す課題に対して、自分なりの「解」を用意することにある。

（１）企業はなぜグローバルに事業を展開するのか？（２）企業の存在目的とは？（３）企業のグロー

バル展開での留意点は？（４）国際企業の成功戦略・失敗戦略から何を学べるか？（５）なぜ今国際経

営戦略が必要か？

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点：・各講義の中で選ばれたキーワードについて十分知識を習得し理解

できること 　思考・判断の観点： ・講義において提示されるケースに対しては、自分ならどうするかと

いう当事者意識で取り組み、現在の職場での立場より高い視点での判断力を身につけること 　関心・意

欲の観点： ・今後のグローバルな展開について関心を持ち、現在及び将来の職場においてグローバルな

活動を担える人材を目指す意欲を持てること 　態度の観点： ・講義においては積極的に意見を表明し、

疑問点についてもその場で確認のための質問を行う態度を維持すること 　技能・表現の観点： ・講義及

び自主学習により習得した知識及び自分の意見を論理的かつ簡潔にまとめ、プレゼンテーションできる

能力を身につけること

　●授業の計画（全体） 授業の構成は、前半の５コマでグローバル企業の活動を理解するのに不可欠な貿易

取引、外国為替、企業財務の考え方などテクニカルな講義を行い、中盤の７コマはグローバル企業の具

体的な活動（企業買収、販売金融、製造委託、企業改革など）について各テーマに沿って事例を含めて

解説・ディスカッションを行う。最終の二コマは、ケース討議と課題の発表プレゼンテーションに充てる

計画である。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 国際経営戦略の概要とフレームワーク 内容 担当教員の紹介、授業の目標と進め方 授業外

指示 シラバスを読んでおくこと

第 2回 項目 国際経営の発展段階と貿易取引 内容 国際経営の発展段階と貿易取引の実務について説明

する

第 3回 項目 国際経営と為替リスク 内容 外国為替に必要な基礎知識について説明する

第 4回 項目 国際経営と企業価値向上（１）内容 財務的な考え方の基礎であるキャッシュフロー及び

現在価値について説明する

第 5回 項目 国際経営と企業価値向上（２）内容 資本コスト及び企業価値計算の事例を説明する

第 6回 項目 国際経営と異文化コミュニケーション 内容 海外での人事管理と訴訟リスクについて説明

する

第 7回 項目 国際経営と製造アウトソーシング 内容 製造委託会社ＥＭＳについてそのビジネスモデル

を説明する

第 8回 項目 国際経営と販売金融 内容 販売金融の事例を紹介しマーケティング上の重要性を説明する

第 9回 項目 国際経営と企業買収 内容 企業価値向上の手段としての企業買収の歴史と現状について説

明する

第 10回 項目 国際経営と中国ビジネス 内容 中国ビジネスの魅力とリスクについて事例を説明する

第 11回 項目 国際経営と企業改革 内容 経営危機から立ち直った代表的企業を紹介してその成功要因を

説明する

第 12回 項目 国際経営と子会社政策 内容 日本企業の子会社政策の特徴について説明する
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第 13回 項目 国際経営と提携・買収戦略（ケース）内容ブリヂストンのファイアストーン買収のケー

スを議論する

第 14回 項目 国際経営戦略事例紹介 内容 受講者によるパワーポイントでのプレゼンテーション

第 15回 項目 まとめ

　●成績評価方法 (総合) 成績評価は、授業中の質問等参加度合いと課題レポート及びプレゼンテーションの

結果をもとに成績評価を行う。

　●教科書・参考書 教科書： ＭＢＡファイナンス,グロービス・マネジメント・インスティテュート,ダイヤ
モンド社／ 参考書： 人気ＭＢＡ講師が教えるグローバルマネジャー読本, 船川淳志, 日経ビジネス社；
国際経営学入門, 淵本康方・徐 　燕, 創成社

　●連絡先・オフィスアワー k-ohta@yamaguchi-u.ac.jp 研究室：工学部本館 　４階４２５号室
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開設科目 マーケティング戦略論 区分 講義 学年 修士 1年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 後期

担当教官 大久保隆弘

　●授業の概要 製造業を中心にしたマーケティングの基本的な理論の習得とケースメソッド方式によるディス

カッション中心の実践的な授業による応用力の醸成を目的とする。 マーケティング戦略の基本である市

場セグメンテーション、ターゲティング、ポジショニング、マーケティングミクスについての概念の体系

的な習得と多様な戦略的なマーケティング実践事例を通じて、理論を実践に結びつける能力を養う。ま

た、消費者行動に関する理論と応用手法について理解する。／検索キーワード マーケティング、フロン

ティア型経営、競争優位、製品戦略

　●授業の一般目標 （１）市場開拓を戦略的に進め、継続的に「売れる仕組み」を構築する方法について理

解、説明できる。（２）自社のポジショニングと競争戦略から、マーケティングミクスを市場に適合さ

せ、自社に有利な戦略展開を可能とする代替案を示すことができる。（３）ケーススタディにおいて、

自らの意見を積極的に発言するとともに、他者の意見にも耳を傾け、テーマの本質的な事柄が理解でき

るようになる。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点： ・市場開拓を行い、継続的な「売れる仕組み」を構築する手段に

ついて、理論的に説明することができる。 ・企業の市場ポジションに留意しながら、商品開発を行い、

市場に適合し、最適な流通政策、価格政策、プロモーション政策を説明できる。 　思考・判断の観点：・

ケーススタディによって、理論を実践的に活かす思考力を身につけ、様々なマーケティング戦略の代替

案を提示できる。 　関心・意欲の観点：・授業内のディスカッションでは、自らの実践経験等を踏まえ、

進んで参加する。 　態度の観点： ・可能な限り講義に出席し、積極的に意見を述べる。

　●授業の計画（全体） 前半は、マーケティングの基本理論についての理解を主眼とした講義中心の授業を

行う。後半はケース事例を用いての、ディスカッション中心の授業で応用力、実践力を養う授業を行う。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 マーケティングとは何か 消費者行動とは何か 内容 ・マーケティングの学問的概要 授業

外指示 シラバスを読んでおくこと

第 2回 項目 マーケティング戦略体系 内容 ・市場セグメンテーションと澄奪 ・ポジショニング 授業

外指示 事後に講義ノートを復習すること

第 3回 項目 マーケティングミクス 内容・マーケティングミクス・製品、チャネル、プロモーション、

価格政策 授業外指示 事後に講義ノートを復習すること

第 4回 項目 ・製品戦略 ・プロモーション政策 内容 ・製品ポートフォリオ ・製品ライフサイクル 授

業外指示 事後に講義ノートを復習すること

第 5回 項目 ・流通戦略 ・価格政策 内容ビジネスモデルとチャネル政策 授業外指示 事後に講義ノー

トを復習すること

第 6回 項目・競争戦略・ブランド戦略 内容・Ｐ.コトラーの競争戦略・ブランド価値とは 授業外指
示 事後に講義ノートを復習すること

第 7回 項目 消費財マーケティングと生産財マーケティング 内容 ・Ｂ toC,Ｂ toＢのマーケティング
の実際 授業外指示 事後に講義ノートを復習すること

第 8回 項目 ケーススタディシャープ株式会社 内容 ・オンリーワン戦略 液晶事業の成長戦略 授業外

指示 事前に事例ケースを読んでおくこと

第 9回 項目 ケーススタディ キヤノン株式会社 内容グローバルエクセレントカンパニー 授業外指示

事前に事例ケースを読んでおくこと

第 10回 項目 ケーススタディ 三和酒類株式会社 内容「いいちこ」のマーケティングミクス 授業外指

示 事前に事例ケースを読んでおくこと

第 11回 項目 ケーススタディ 旭化成株式会社 内容 ・製品ポートフォリオ・マネジメント 授業外指示

事前に事例ケースを読んでおくこと
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第 12回 項目 ケーススタディ 株式会社パトライト 内容 ・下請中小企業の成長戦略 ・コア技術を軸に

した多角化、カスタム製品と多品種少量生産 授業外指示 事前に事例ケースを読んでおくこと

第 13回 項目 ケーススタディ・三菱商事株式会社 内容・フラーレンの用途開発・商社のテクノロジー

マーケティング 授業外指示 事前に事例ケースを読んでおくこと

第 14回 項目 ケーススタディトリンプ・インターナショナル・ジャパン� 内容・Ｍ＆Ｓ会議・スピー

ド経営と商品戦略 授業外指示 事前に事例ケースを読んでおくこと

第 15回 項目 試験

　●成績評価方法 (総合) 講義への出席、ケース・スタディでの発言、期末試験あるいは期末レポートの結果

をもとに、成績評価を行う。

　●教科書・参考書 参考書： マーケティング戦略, 和田充夫ほか, 有斐閣, 2000年； ゼミナール マーケティ
ング入門, 石井淳蔵・嶋口充輝ほか, 日本経済新聞社, 2004年；コトラーのマーケティング・マネジメン
ト, フィリップ・コトラー,ピアソン・エデュケーション, 2002年； シャープのストック型経営, 柳原一
夫、大久保隆弘,ダイヤモンド社, 2004年； 最強のジャパンモデル, 柳原一夫、大久保隆弘,ダイヤモン
ド社, 2001年； 早朝会議革命, 大久保隆弘, 日経ＢＰ社, 2004年； 講義には講義資料とプリントを配布、
ケース授業の際は事前に事例ケースを配布する。

　●メッセージ ・参考図書は基礎ないし発展的教材として利用することを推奨する。 ・授業内でディスカッ

ションをする場合は、自らの実践経験等を踏まえ、進んで参加すること。

　●連絡先・オフィスアワー 大学院技術経営研究科
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開設科目 知的財産戦略特論 区分 講義 学年 修士 1年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 後期

担当教官 井上浩 　木村友久 　佐田洋一郎 　三木俊克

　●授業の概要 本科目では、産業財産権（特許、実用新案、商標、意匠）を、事業における差別化要因及び競

争力確保の源泉として活用する戦略について講義する。特に、パテントマップの活用法、パテントクリ

アランス、ライセンシング戦略、パテントプール、技術提携や技術導入と事業戦略との関わりを事例中

心に講義する。事例としては、研究開発戦略、知的財産戦略及び事業戦略を三位一体的に進めた企業の

事例研究、特許の他社売り込み事例研究、企業が新規事業を展開する際の大学活用戦略等の具体例を取

り上げる。

　●授業の一般目標 この科目を受講し、以下のような実力が身に付くと、この科目の目指す学習目標に到達

したと考えられる。 　（１）知的財産に関する新たな事件や問題点を自立的に探知し、法的見解を加え

ながら説明できる。（２）特定の商品領域で、技術情報その他の情報を利用しながら企業の開発戦略を

検討し立案することができる。（３）知的財産の、創造、活用、防衛の各局面で、自立的に自分がかか

えている問題を解決できる。（４）自己の業務範囲に属する領域でパテントマップを作成することがで

きる。（５）自社の研究開発全般の知財を軸とするマネジメントを行うことができる。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点：（１）知的財産に関する新たな事件や問題点を自立的に探知し、法

的見解を加えながら説明できる。 　思考・判断の観点： 特定の商品領域で、技術情報その他の情報を利

用しながら企業の開発戦略を検討し立案することができる。 　自社の研究開発全般の知財を軸とするマ

ネジメントを行うことができる。 　技能・表現の観点：（１）知的財産に関する新たな事件や問題点を

自立的に探知し、法的見解を加えながら説明できる。（２）特定の商品領域で、技術情報その他の情報

を利用しながら企業の開発戦略を検討し立案することができる。（３）知的財産の、創造、活用、防衛

の各局面で、自立的に自分がかかえている問題を解決できる。（４）自己の業務範囲に属する領域でパ

テントマップを作成することができる。（５）自社の研究開発全般の知財を軸とするマネジメントを行

うことができる。

　●授業の計画（全体） 講義では、四名の担当者が体系的な知識を踏まえつつ、独自の観点からパテントク

リアランスやライセンシング戦略等の具体事例をあげながら解説する。更に、基本的にすべての講義で、

モデル事例を提示して講義参加者が問題解決を図る構成となっている。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 ２００６年前期の主要事件から見た知的財産戦略（木村）内容 １ 　２００６年前期に発

生した知的財産事件あるいは判例を用いて、企業の知的財産戦略を理解する。２ 　標準規格と

特許権など ３ 　２００６年上半期主要判例解説

第 2回 項目 商品開発における特許戦略およびパテントクリアランス 　I（井上） 内容 １ 　特定企業

同士の製品開発競争具体例とデータを利用して特許戦略立案演習 　I ２ 　特許情報、その他の

データを利用した各社の特許戦略分析

第 3回 項目 商品開発における特許戦略およびパテントクリアランス 　II（井上）内容 １ 　特定企業

同士の製品開発競争具体例とデータを利用して特許戦略立案演習 　II ２ 　各社の将来的特許戦
略立案

第 4回 項目 商品開発における特許戦略およびパテントクリアランス 　III（井上）内容 １ 　特定企業

同士の製品開発競争具体例とデータを利用して特許戦略立案演習 　III ２ 　グループごとに特

許戦略の発表

第 5回 項目 創造過程と知的財産権（佐田）内容 １ 　特許制度の２つの理念（発明保護と発明利用で

国民生活の向上）２ 　効率的知的創造サイクル（特許情報を有効に活用した製品開発）３ 　

発明誕生のきっかけ（要求解決形、シーズ提供形、偶然形、改良改善形）４ 　学術研究と知的

財産権（発明発掘の手法、発見は発明の導入口）

25



¤

£

¡

¢

第 6回 項目 防衛過程と知的財産権（佐田）内容 １ 　知的財産と知的財産権の違い（価格競争突入か

価格維持か）２ 　如何なる知的財産権を動員するか（アイデアが固まった段階で） ３ 　特許

審査の観点（技術力だけでない進歩性の判断）とその攻略 ４ 　類似公知発明を発見した場合の

発明ポイントの捉えかた ５ 　明細書作成時の骨太発明にする手法（点から面、そして立体へ）

第 7回 項目 活用過程と知的財産権（佐田）内容 １ 　特許取得のメリット（模倣防止、技術の商品化、

クロスライセンス、技術の資産化）２ 　経済的利益が出やすいドリームゾーンの攻略（容易性

と進歩性の混合地帯）３ 　要注意！特許権者でも権利侵害者になる恐れ（土地と知財の所有権

の違い）４ 　特許権以外で守る開発技術（出願経費の軽減策）

第 8回 項目 特許要件特論（木村） 内容 １ 　法律論から見た特許発明の本質 ２ 　新規性の判断事例

（判例を元に）３ 　進歩性の判断事例（判例を元に）

第 9回 項目 各種のパテントマップ（木村） 内容 １ 　光触媒 ２ 　環境測定技術 ３ 　形状記憶合金と

その応用 ５ 　無人店舗

第 10回 項目 パテントマップの作成 　I（木村）内容 １ 　測定技術のパテントマップ作成演習 ２ 　自

転車技術のパテントマップ作成演習

第 11回 項目 パテントマップの作成 　II（木村）内容 １ 　自己の業務分野あるいは専門分野のパテン

トマップ作成演習

第 12回 項目 パテントマップの作成 　III（木村）内容 １ 　自己の業務分野あるいは専門分野のパテン

トマップ作成演習 　続き

第 13回 項目 研究開発のマネジメント 　I（三木） 内容 １ 　技術の開発ステージと研究開発のマネジ

メント ２ 　先行技術調査 ３ 　営業秘密の管理

第 14回 項目 研究開発のマネジメント 　II（三木）内容 １ 　自社保有知的財産の法的価値の把握 ２ 　

自社保有知的財産の技術的価値の把握 ３ 　自社保有知的財産の資産的価値の把握

第 15回 項目 研究開発のマネジメント 　III（三木）内容 １ 　職務発明のマネジメント ２ 　企業同士

の共同研究マネジメント ３ 　大学と共同研究を行う際の留意点 ４ 　クロスライセンス ５ 　紛

争予防

　●成績評価方法 (総合) 講義への出席、事例調査レポートあるいは実習レポート、期末試験あるいは期末レ

ポートの結果を基に成績評価を行う。それぞれの占める比率は、１ 　事例調査レポートあるいは実習レ

ポート 　４５％ ２ 　期末試験あるいは期末レポート 　４５％ ３ 　クラスへの貢献度（ディスカッション

への参加など） 　１０％

　●教科書・参考書 教科書：書いてみよう特許明細書出してみよう特許出願, 特許庁, 特許庁, 2005年／ 参考
書： 知的財産管理実務ハンドブック, ＩＰトレーディングジャパン等編著, 中央経済社, 2004年； 最新
技術評価法, 寺元義也、山本尚利、山本大輔著, 日経ＢＰ, 2003年； 知的財産ビジネスハンドブック, 中
央青山監査法人編著, 日経ＢＰ, 2002年；トヨタの特許管理, 牧野孝之、中野謙一著, 発明協会, 2004年

　●メッセージ 指定図書及び事前配布教材に目を通してくること、参考図書は発展的教材として個人的に読

むことを勧める。 　授業内では、自ら進んでディスカッションに参加することを勧める。

　●連絡先・オフィスアワー 木村研究室電話番号 0836-85-9909 　　緊急連絡先 090-7391-4578 電子メール 　

t-kimura@yamaguchi-u.ac.jp
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開設科目 コンテンツビジネス法務特論 区分 講義 学年 修士 1年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 後期

担当教官 木村友久

　●授業の概要 コンテンツの国内流通や海外流通局面で、多様なコンテンツに対する適切な価値評価を行い、

契約法務等を処理するための知識獲得並びに実務能力形成を行う。更に、マルチユースを軸に新たな流

通ビジネスモデルを策定する基礎的能力形成を目指す。そのために、著作権法、意匠法、不正競争防止

法に規定される各種権利内容の講義を体系的に行うとともに、講義全体の５割程度を、映像・音楽・キャ

ラクター・プログラム等の代表的なコンテンツに対する契約法務演習や入門的な知的財産価値評価演習

に充当し、実践力獲得を行う。また、これらを総合した知的財産担保融資の概要も講義する。

　●授業の一般目標 この科目を受講し、以下のような実力が身に付くと、この科目の目指す学習目標に到達

したと考えられる。 　（１）著作権法に規定される権利客体と権利内容を説明できる。（２）意匠法に

規定される権利客体と権利内容を説明できる。（３）不正競争防止法に規定される権利客体と権利内容

を説明できる。（４）通常のコンテンツ契約を締結することができる。（５）ソフトウェア開発委託契

約を締結することができる。（６）ファイル交換ビジネスの全体像を説明できる。（７）映像コンテン

ツビジネスの全体像を説明できる。（８）知的財産価値評価手法を説明できる。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点：１ 　著作権法に規定される権利客体と権利内容を説明できる。２

　意匠法に規定される権利客体と権利内容を説明できる。３ 　不正競争防止法に規定される権利客体と

権利内容を説明できる。 　技能・表現の観点：１ 　通常のコンテンツ契約を締結することができる。２

　ソフトウェア開発委託契約を締結することができる。 ３ 　ファイル交換ビジネスの全体像を説明でき

る。 ４ 　映像コンテンツビジネスの全体像を説明できる。５ 　知的財産価値評価手法を説明できる。

　●授業の計画（全体） 講義では、前半部の８コマを利用して、体系的な知識や背景をについて具体例をあ

げながら解説する。また，最終回の総合演習では特定のコンテンツビジネスモデルを想定して、そこで

必要な法務・ないしは契約書式を作成する。従って１２回と１３回目の各ビジネスモデルのグランドデ

ザインの講義までには、自己が考えるビジネスモデル案を決定すること。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目コンテンツビジネスの現状 内容 １ 　拡大するコンテンツビジネス ２ 　コンテンツビジネ

スの各種形態 ３ 　ＩＴ技術とコンテンツビジネス ４ 　既存の法制度とコンテンツビジネス

第 2回 項目 著作権法 　I 内容 １ 　著作権法の目的と著作物の定義 ２ 　プログラムその他定義規定の

確認 ３ 　デジタルコンテンツとは何を意味するのか ４ 　著作者人格権

第 3回 項目 著作権法 　II 内容 １ 　著作財産権の概要 ２ 　複製権、公衆送信権、譲渡権、貸与権、翻

案権、その他の支分権 ３ 　職務著作 ４ 　著作権の制限規定 ５ 　インターネットビジネスと著

作権

第 4回 項目 著作権法 　III 内容１ 　著作隣接権の概要 ２ 　実演家の権利、レコード製作者の権利、放

送事業者の権利 ３ 　出版権 ４ 　電子書籍と権利関係

第 5回 項目 意匠法 　I 内容 １ 　意匠法の目的、意匠法が対象とする意匠 ２ 　意匠検索実務 ３ 　意匠

登録要件 ５ 　意匠の類否判断

第 6回 項目 意匠法 　II 内容 １ 　意匠権の効力 ２ 　意匠出願手続 ３ 　意匠公報から推測する各社の

出願戦略

第 7回 項目 不正競争防止法 　I 内容 １ 　不正競争防止法の目的と不正競争行２ 　営業秘密とは何か、

営業秘密管理指針 ３ 　技術的制限手段とその解除行為 ４ 　ドメイン名の保護

第 8回 項目 不正競争防止法 　II 内容 １ 　不正競争行為に対する対抗手段概論 ２ 　差止請求権と損害

賠償、信用回復措置、損害賠償額の推定規定 ３ 　刑事的措置による営業秘密の保護 ４ 　詐欺

的行為、管理侵害行為、国民の国外犯

第 9回 項目 一般的なコンテンツ契約 内容 １ 　譲渡契約、売買契約 ２ 　仲介契約 ３ 　利用許諾契約

４ 　出版契約の性質
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第 10回 項目 ソフトウェア開発委託契約 内容 １ 　権利の帰属及び処理、著作者人格権の不行使合意 ２

　システム仕様書の作成とソフトウェア開発委託契約の締結 ３ 　契約形態毎の検討・・請負契

約、準委任契約、派遣契約 ４ 　ソフトウェアの品質保証と権利保障

第 11回 項目 GPL・・・GNU General Public License 内容 １ 　ＧＰＬの基本概念 ２ 　ＧＰＬドキュメン

トの内容 ３ 　ＧＰＬはライセンス（許諾）か、あるいは契約か ４ 　ＧＰＬと日本法の関係

第 12回 項目 ファイル交換ビジネスのグランドデザイン 内容 １ 　レコード・音楽業界における一般的

な契約 ２ 　ゲーム業界における一般的な契約 ３ 　音楽ダウンロード販売の基本デザイン ４ 　

ソフトウェアダウンロード販売の基本デザイン ５ 　課金方法

第 13回 項目 映像コンテンツビジネスのグランドデザイン 内容 １ 　映画業界における一般的な契約 ２

　放送業界における一般的な契約 ３ 　著作権の帰属 ４ 　ビデオ化契約 ５ 　映像ダウンロード

販売の基本デザイン ６ 　アダルトコンテンツ販売の留意点

第 14回 項目 総合演習 　I 内容 １ 　本科目の総括として，各自がコンテンツビジネスのモデルを提案

し，必要な契約書やその他のドキュメントを作成する。

第 15回 項目 総合演習 　II 内容 １ 　本科目の総括として，各自がコンテンツビジネスのモデルを提案

し，必要な契約書やその他のドキュメントを作成する。

　●成績評価方法 (総合) 講義への出席、事例調査レポートあるいは実習レポート、期末試験あるいは期末レ

ポートの結果を基に成績評価を行う。それぞれの占める比率は、１ 　事例調査レポートあるいは実習レ

ポート 　４５％ ２ 　期末試験あるいは期末レポート 　４５％ ３ 　クラスへの貢献度（ディスカッション

への参加など） 　１０％

　●教科書・参考書 教科書： エンターテインメント契約法, 内藤篤, 商事法務, 2004年／ 参考書：デザイン
知財マネジメント, 糸井久明, 海文堂出版, 2004年；デジタルコンテンツ法 　上巻, 大阪弁護士会知的財
産法実務研究会編, 商事法務, 2004年；キャラクター戦略と商品化権, 牛木理一, 発明協会, 2000年； 知
的財産・著作権のライセンス契約入門, 山本孝夫, 三省堂, 1999年； 新しいソフトウェア開発委託取引の
契約と実務,（社）情報サービス産業協会編, 商事法務, 2002年

　●メッセージ 指定図書及び事前配布教材に目を通してくること、参考図書は発展的教材として個人的に読

むことを勧める。 　授業内では、自ら進んでディスカッションに参加することを勧める。

　●連絡先・オフィスアワー 研究室電話番号 0836-85-9909 　　緊急連絡先 090-7391-4578 電子メール 　t-
kimura@yamaguchi-u.ac.jp
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開設科目 創造的問題解決特論 区分 講義 学年 修士 1年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 後期

担当教官 上西研

　●授業の概要 1990年代に入り発展してきたＴＲＩＺ理論を中心とする創造的問題解決理論は、イノベーショ
ンの観点から事業や組織革新に向けた学際的分野としての体系化が計られつつある。その目的はテクノ

ロジーのレベルアップやイノベーションの創出はもとより，最終的には事業や経営への貢献であり，Ｍ

ＯＴ（技術経営）にとって重要な理論体系の一つである。／検索キーワード 創造，問題解決，心理的惰

性，ブレインストーミング，ブレインライティング，チェックリスト法，マトリックス法，シネクティク

ス法，ＮＭ法，ＫＪ法,ＴＲＩＺ，特許分析，発明原理，技術進化の法則，知識データベース

　●授業の一般目標 この科目を受講し、以下のような実力が身に付くと、この科目の目指す学習目標に到達

したと考えられる。 　（１）ＴＲＩＺの理論体系を説明できる。（２）ＴＲＩＺの問題探索ツールを用

いて自分の問題を定義ができる。（３）ＴＲＩＺの問題解決ツールを用いて自分の問題を解決できる。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点： 問題発見、問題分析、問題解決、コンセプト評価能力の向上に必

要なＴＲＩＺの基本的な知識を理解し、活用できるようになる。 　思考・判断の観点： ・新商品、革新

的商品の開発能力 ・革新的な発明創出能力 ・特許の高付加価値化、知財化を戦略的かつシステマティッ

クに展開する能力 ・テクノロジーの事業性評価能力及び開発投資の意思決定能力 　関心・意欲の観点：

授業内でディスカッションのある日は、自ら進んで発言する

　●授業の計画（全体） 講義では、基礎的な知識や背景については、具体的な事例をあげながら講義形式で

解説する。現実の問題として捉えることができるよう、具体的な事例を交える。また、講義だけでは到

達できない実践力を、ディスカッション、ＴＲＩＺを使った演習などで身につける。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 創造的問題解決の概要 内容・創造的問題解決とは何か ・問題解決のプロセス＆＃ 8226;
創造性の阻害要因 ＆＃ 8226;主な創造技法についての基礎知識と演習 授業外指示 復習と練習
問題を解く 授業記録 講義ノートに記載

第 2回 項目 ＴＲＩＺの概要 内容＆＃ 8226;ＴＲＩＺとは何か ＆＃ 8226;発明の分析＆＃ 8226;ＴＲ
ＩＺの三つの発見 ＆＃ 8226;ＴＲＩＺの体系/構成 授業外指示 復習と練習問題を解く 授業記
録 講義ノートに記載

第 3回 項目 イノベーションと技術革新のダイナミズム 内容＆＃ 8226;イノベーションの指標化＆＃
8226;技術システムの進化とＳカーブ ＆＃ 8226;Ｓカーブのダイナミズム ＆＃ 8226;破壊的イ
ノベーションのメカニズム 授業外指示 復習と練習問題を解く 授業記録 講義ノートに記載

第 4回 項目 問題の定義 内容 ＆＃ 8226;問題探索ツール（効用分析，リソースの特定，制約の特定）
＆＃ 8226;機能と属性の分析による問題の定義＆＃ 8226;Ｓカーブ分析による問題の定義＆＃
8226;理想性・究極の理想解による問題の定義 授業外指示 復習と練習問題を解く 授業記録 講
義ノートに記載

第 5回 項目 問題定義の演習 内容＆＃ 8226;4回目の授業で学んだツールや分析法を活用して問題を定
義する演習 授業外指示 復習と練習問題を解く 授業記録 講義ノートに記載

第 6回 項目 解決ツールの選択 内容 ＆＃ 8226;Ｓカーブ分析による問題の識別＆＃ 8226;機能・属性
分析による問題の識別 ＆＃ 8226;特許を回避する場合 ＆＃ 8226;特許を強化する場合 授業外
指示 復習と練習問題を解く 授業記録 講義ノートに記載

第 7回 項目 矛盾・対立と発明原理 内容 ＆＃ 8226;技術問題における矛盾の概念 ＆＃ 8226;発明原理
と矛盾マトリックス＆＃ 8226;発明原理の演習 授業外指示 復習と練習問題を解く 授業記録 講
義ノートに記載

第 8回 項目 矛盾の解法と演習 内容 ＆＃ 8226;物理的矛盾の解法（4つの分離戦略）＆＃ 8226;ビジ
ネスにおける物理的矛盾の演習 ＆＃ 8226;技術的矛盾の解法 ＆＃ 8226;技術的矛盾の演習 授
業外指示 復習と練習問題を解く 授業記録 講義ノートに記載
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第 9回 項目 技術進化の法則とトレンド 内容 ＆＃ 8226;技術進化の法則 ＆＃ 8226;進化のトレンド
＆＃ 8226;技術進化のレーダーチャート ＆＃ 8226;知財戦略へのトレンド分析の適用 授業外指
示 復習と練習問題を解く 授業記録 講義ノートに記載

第 10回 項目 物質-場分析と発明標準解 内容 ＆＃ 8226;問題の物質-場モデルによる表現法 ＆＃ 8226;
物質-場モデルと発明標準解を用いた問題解決法＆＃ 8226;演習 授業外指示 復習と練習問題を
解く 授業記録 講義ノートに記載

第 11回 項目 知識データベースの活用 内容 ＆＃ 8226;物理，化学，生物学的効果の機能データベース
＆＃ 8226;属性を変更する物理的効果の属性データベース＆＃ 8226;特許検索の戦略 授業外指
示 復習と練習問題を解く 授業記録 講義ノートに記載

第 12回 項目 解決策の評価 内容＆＃ 8226;多基準意思決定分析法の基本プロセス＆＃ 8226;感度分析
＆＃ 8226;ロバスト分析 授業外指示 復習と練習問題を解く 授業記録 講義ノートに記載

第 13回 項目 ＴＲＩＺによる知的財産戦略 内容＆＃ 8226;知財戦略のパターン ＆＃ 8226;特許クラス
タリング ＆＃ 8226;出願戦略へのＴＲＩＺ適用事例 授業外指示 復習と練習問題を解く 授業記
録 講義ノートに記載

第 14回 項目 パテントブレーキング演習 内容＆＃ 8226;パテントブレーキングの種類＆＃ 8226;攻撃
的パテントブレーキング ＆＃ 8226;防衛的パテントブレーキング ＆＃ 8226;対象特許のプロダ
クト分析モデル ＆＃ 8226;対象特許のプロセス分析＆＃ 8226;演習 授業外指示 復習と練習問
題を解く 授業記録 講義ノートに記載

第 15回 項目 期末試験

　●成績評価方法 (総合) 講義への出席、ケーススタディレポートあるいは実習レポート、期末試験あるいは

期末レポートの結果を基に成績評価を行う。

　●教科書・参考書 教科書： プリント等を配布する／ 参考書： ・山田郁夫監修『革新的技術開発技法 　図

解ＴＲＩＺ』, 日本実業出版社，1999年 ・産業能率大学『ＴＲＩＺの理論とその展開 　-システマティッ
ク・イノベーションー』 産能大学出版部、2003年 ・畑村洋太郎『創造学のすすめ』, 講談社，2003年

　●メッセージ ベンチャー特論」において本科目で学ぶＴＲＩＺ理論を応用した演習を行うので、「研究開発

型ベンチャー特論」の受講を考えている学生は本科目の受講を強く推奨する。

　●連絡先・オフィスアワー kaminisi@yamaguchi-u.ac.jp
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開設科目 財務戦略特論 区分 講義 学年 修士 1年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 後期

担当教官 松浦良行

　●授業の概要 研究開発を含むプロジェクトは、企業目標と整合性のある形で評価される。企業が最終的に

は株主のものである以上、あらゆる活動は経済的な評価の俎上に載らねばならない。プロジェクトを管

理する技術者は、本社スタッフがプロジェクトのパフォーマンスをいかなる方法で測定・評価している

かを十分理解しておかなければならない。その一方で、企業活動・プロジェクトの数値化及びそれに基

づく評価は、背後にある企業活動全般の十分な理解なしに行った場合、実践的には「絵に描いた餅」と

なるか、武器を凶器に変える沙汰になりかねない。実際、財務至上主義は企業にとって過少投資などさ

まざまな問題を引き起こすこともある。 本講義では、企業財務や会計のロジックを理解し、定量化の方

法とその限界について考えていく。そのために、まず企業レベルでの財務的問題や管理法の基礎と最近

の動向について講義・議論していく。 　企業をプロジェクトの集合体と考えることが出来るのならば、

個々のプロジェクトも企業と捉えることも可能である。そこで、具体的なプロジェクトや研究開発活動

との関連で、それら測定・管理の実践方法を検討していく。／検索キーワード 企業財務、資本市場、投

資尺度、業績評価、資本コスト

　●授業の一般目標 この科目を受講し、以下のような実力が身に付くと、この科目の目指す講義内容と目標

に到達したと考えられる。 　（１）マネジメントスタッフの共通言語である財務数値を活用して技術問

題を議論できる。（２）知財評価のための代替的な方法を用いて知財の評価を行うことが出来る。（３）

特定プロジェクトの仮想財務諸表の作成と価値評価を行うことが出来る。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点：・企業財務論の構造を説明できる。・理論講義で得た知識を、ケー

ス討議に活用できる。 　思考・判断の観点： ・講義中でえた理論および他企業のケースを基準として、

自社の財務的な特徴や課題を 　抽出し、それらに対する改善策などを提案できる。・自社ないしは部署

の戦略・計画を財務数値に翻訳し、説明できる。 　関心・意欲の観点： ・不明点・疑問点について、積

極的に質問できる。・ケース討議に積極的に参加し、自らの意見を述べる。 　態度の観点：・可能な限

り講義に出席し、講義終了後のミニクイズに回答する。 　技能・表現の観点： ・財務的な予測を表計算

シートを利用して遅滞なく行うことが出来る。

　●授業の計画（全体） 前半で財務論の基本を習得し、後半では R＆ Dや知的財産に焦点を当てて財務論の
実践への適用を講義する。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 イントロダクション～技術と経営の融合の必要性と企業目的 内容 ・経営の論理と技術の

論理 ・財務的な企業目的

第 2回 項目 企業財務論の構造 内容 ・財務論の基礎的な用語説明 ・企業財務論の構造

第 3回 項目 財務諸表の基礎と経営指標 内容・財務諸表間の関係性・業績尺度の選択・研究開発の会

計処理手順

第 4回 項目 会計数値ベースの業績尺度とその限界 内容・会計数値に基づく投資評価の問題点・代替

的な業績評価尺度

第 5回 項目 資本コスト、NPV、IRR 内容 ・キャッシュフロー割引の意義 ・代表的資本コスト推定方
法 ・NPVと IRRの違い

第 6回 項目 統合業績評価システムの最近の動向 内容・統合業績管理システムの必要性・EVAベース
での管理システム・手法 ・BSCベースでの管理システム・手法 授業外指示 リポート（予定）

第 7回 項目 ケーススタディー (1)（EVA評価システムの導入～花王のケース）内容 ・具体例に基づ
く EVA導入時の検討要因 ・EVA導入と企業業績の関連性 授業外指示 ケースを事前に読んで
くる事。

第 8回 項目 研究開発と企業価値 内容 ・研究開発活動と企業価値増加 ・R＆ D以外の価値創造要因
との関係
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第 9回 項目 研究開発とマーケティング 内容 ・売上に影響する諸要因 ・収益（予測）モデルの構築

第 10回 項目 仮想事業モデルの定量化 内容 ・事業モデルの定量化 ・財務的に適切な事業構造探索

第 11回 項目 アーリーステージ段階での技術評価と伝統的技術価値評価 内容・R＆ Dシーズの評価・
経験的技術価値評価法

第 12回 項目 リアル・オプション思考に基づく技術価値評価 内容 ・事業オプションとしてのプロジェ

クト ・二項モデルに基づくプロジェクト価値算出

第 13回 項目 ケーススタディー (2)（知財価値と特許～パテント＆ライセンス・エクスチェンジ（ｐｌ
ｘ）社のケース）内容 ・知財価値と市場取引 ・知財市場の活性化 授業外指示 ケースを事前

に読んでくる事。

第 14回 項目 R＆ Dポートフォリオの管理と評価 内容 ・ポートフォリオによるリスク分散効果 ・持
続的成長と R＆ Dパイプライン ・R＆ D管理目的の評価尺度 ・R＆ Dポートフォリオの価
値計算 授業外指示 リポート（予定）

第 15回

　●成績評価方法 (総合) 講義への参加度と、数回のリポートの質により総合的に判断する。

　●教科書・参考書 教科書：コーポレート・ファイナンス,ダモダラン, 東洋経済新報社, 2001年；技術価値
評価,ボイアー, 日本経済新聞社, 2004年；ケース教材については、受講者数が確定した段階で一括注文
する。／ 参考書： 最新 　技術評価法, 寺本義也 　他, 日経 BP社, 2003年； アーリーステージ知財の価
値評価と価格設定, ラズガイティス, 中央経済社, 2004年； その他関連の深いものは講義中に紹介する。

　●メッセージ 技術者にとって、企業財務の概念は縁遠いように思われがちですが、実はきわめてシンプル

な構造ですので、積極的に自分のものにし、活用してください。

　●連絡先・オフィスアワー 連絡先:matu@yamaguchi-u.ac.jp（内線:9067)
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開設科目 ベンチャー資金戦略特論 区分 講義 学年 修士 1年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 後期

担当教官 向山尚志

　●授業の概要 本科目では、ベンチャービジネス全般についての知識と、その資金調達に関する仕組み・方法

等の理解を目標とする。ベンチャービジネスについては、シリコンバレーなど海外の成功事例の企業や、

これを支える社会の仕組みについて講義する。資金調達については、公的支援策や補助金の利用、直接

金融手段としてベンチャーキャピタルの投資やインキュベーションファンドの仕組み、ベンチャー企業

の株式公開とM＆ Aなどによる資本政策・出口戦略、間接金融利用の意義についても論じる。また、株
式公開に成功したベンチャー企業の資本政策事例研究を用い、受講者の討論などを通じて総合的な資金

調達戦略に関する理解を深める。／検索キーワード ベンチャービジネス、直接金融・間接金融、リスク

とリターン、株式公開、資本政策

　●授業の一般目標 （１）ベンチャービジネスの意義と今日の社会における役割について説明できる。（２）

ベンチャービジネスのビジネスモデルについて説明できる。（３）資本政策の意味を理解し、モデル的

な例を作成することができる。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点： ベンチャービジネスの意義と役割、資金調達上の特徴・戦略につ

いて理解し、ベンチャー企業の資本政策について評価できる。 　思考・判断の観点： 自らが起業する場

合を想定し、どのような事業展開の場合にどのような資金調達法が適切であるか、論理的に検討し判断

できる。 　関心・意欲の観点： 企業の資金調達を巡る環境変化の中でどのような課題が発生し、それに

応じた法制度面の対応や変化についても関心を持ち、自らの企業に当てはめて考える。

　●授業の計画（全体） 講義では、基礎的な知識や背景については、具体的な事例をあげながら講義形式で

解説する。現実の問題として捉えることができるよう、具体的な事例を交える。また、講義だけでは到

達できない実践力を、ディスカッション、ベンチャー企業の財務諸表を使った演習などで身につける。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目ベンチャービジネスとシリコンバレー 内容 日米のベンチャービジネスをめぐる状況と比較

第 2回 項目 ＩＴビジネスとベンチャー経営 内容 ＩＴ分野を中心とするベンチャーの概況とビジネス

モデル

第 3回 項目 中小企業政策 内容 利用可能な中小企業支援政策、公的助成措置（税制、金融など）

第 4回 項目 ベンチャー企業の資金調達 内容 ベンチャー企業の様々な資金調達方法

第 5回 項目 直接金融 内容 直接金融の利用方法とその意義および留意点

第 6回 項目 間接金融 内容 間接金融の利用方法とその意義、留意点（物的担保・個人保証など）

第 7回 項目 ベンチャーキャピタルと株式公開 内容 ベンチャーキャピタルの意義、利用方法と株式公

開に関する留意事項

第 8回 項目 研究開発型ベンチャーのライフステージ 内容 研究開発型ベンチャーのライフステージと

投資側・受け入れ側の留意点、資金の特徴

第 9回 項目 知的財産と企業価値 内容 知的財産を利用した資金調達方法と企業価値評価

第 10回 項目 ＩＴベンチャーのケーススタディ（１）内容 ケーススタディ（ＩＴベンチャーのビジネ

スモデルと資金調達の事例）

第 11回 項目 ＩＴベンチャーのケーススタディ（２）内容 ケーススタディ（ＩＴベンチャーのビジネ

スモデルと資金調達の事例）

第 12回 項目 バイオベンチャー 内容 バイオベンチャーのビジネスモデルと資金調達・資本政策

第 13回 項目 新会社法（１）内容 新会社法による企業ガバナンスのベンチャービジネスに及ぼす影響

第 14回 項目 新会社法（２）内容 新会社法による企業設立手順とベンチャービジネスでの活用法

第 15回 項目 まとめ

　●成績評価方法 (総合) 講義への出席、ケーススタディレポートあるいは実習レポート、期末試験あるいは

期末レポートの結果を基に成績評価を行う。
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　●教科書・参考書 教科書： 適宜、プリント等を配布する。／ 参考書： ベンチャー創造の理論と戦略, ティ
モンズ（千本倖生ほか訳）,ダイヤモンド社, 1997年；中小企業白書 2006, 中小企業庁,ぎょうせい, 2006
年； ウェッブ進化論, 梅田望夫, 筑摩書房, 2006年； 社長失格, 板倉雄一郎, 日経ＢＰ, 1998年

　●メッセージ わが国産業経済の構造変化の中でベンチャー企業の果たす役割はますます大きくなっており、

新興企業の株式公開も近年では毎年 100社を超える状況が続いています。大企業体制で適応しきれない
事業分野でのベンチャー企業が成功を収めるためには、資金面を中心に適切な対応が必要であることか

ら、成功のための最適手法を学ぶことが重要です。

　●連絡先・オフィスアワー 大学院技術経営研究科（Ｄ講義棟４Ｆ）
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開設科目 地域経済論 区分 講義 学年 修士 2年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 前期

担当教官 吉村弘 　他

　●授業の概要 中国地域の産業は、素材産業の大規模コンビナートなどが牽引役となり発展してきた。しか

し、我が国の産業構造転換の波は必然的に中国地域にも押し寄せ、海外進出などを含め企業は様々なア

クションを起こさざるを得なくなる。企業活動がグローバル化すると、研究開発拠点や生産拠点の選択

肢は無数に広がっていくが、選択肢が多ければ多いほど意思決定は困難になる。たとえば、従来からの

活動拠点の周辺ですべての事業活動を継続するのがいいのか、部分的にどこかに移転させるべきか、と

いった問題に対する解決方針を用意しなくてはならない。 　そのため、中国地域を例として、技術者や

経営者が企業活動の成果と活動地域との関連性を戦略的に考察出来るようになるために必要不可欠な見

識を伝授する。 中国地域で活動する中小企業経営者や技術者に対し、現在の中国地域の中核企業（群）

発展の経緯をケースによって示しながら、中国地域の事業環境や技術動向を体系化し、上記のような意

思決定を効率的に行うための基盤知識の提供を目的とする。／検索キーワード 地域経済、中国地域、産

業連関、ケーススタディー

　●授業の一般目標 中国地域に焦点を当て、地域経済や地域の競争優位を理解し、かつ分析できるようにな

る。その上で現在の中国地域の中核企業（群）発展の経緯あるいは独自技術を有する企業をケースによっ

て示しながら、中国地域の事業環境や技術動向を体系化し、意思決定を効率的に行うための基盤知識を

獲得する。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点： 中国地域の経済的発展の経緯と特徴を理解し、説明できるように

なる。 企業レベルでの事業投資の成功要因を地域との関連で記述できるようになる。 　思考・判断の観

点： 中国地域における技術動向を分析できるようになる。ケース講義における論点を、習得した知識と

の関連で発見できる。 　関心・意欲の観点： ケース討議に積極的に参加する。

　●授業の計画（全体） この講義は、複数教員によるオムニバス講義であるが、同時に数多くのケース討議

が予定されている。よって、積極的な講義への参加が求められる。詳細な講義内容については、各担当

者から追って指示する。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 中国地域経済の現状（１）内容 担当者：吉村弘（北九州市立大学教授）

第 2回 項目 中国地域経済の現状（２）内容 担当者：吉村弘（北九州市立大学教授）

第 3回 項目 中国地域の産業連関（１）内容 担当者：吉村弘（北九州市立大学教授）

第 4回 項目 中国地域の産業連関（２）内容 担当者：吉村弘（北九州市立大学教授）

第 5回 項目 中国地域の競争分析（１）内容 担当者：グエン・フー・フック

第 6回 項目 中国地域の競争分析（２）内容 担当者：グエン・フー・フック

第 7回 項目 中国地域における企業運営の実態（１）内容 担当者：稲葉和也（徳山大学教授）

第 8回 項目 中国地域における企業運営の実態（２）内容 担当者：稲葉和也（徳山大学教授）授業外

指示 ケース教材を事前に読んでくること。

第 9回 項目 中国地域における企業運営の実態（３）内容 担当者：稲葉和也（徳山大学教授）授業外

指示 ケース教材を事前に読んでくること。

第 10回 項目 中国地域における企業運営の実態（４）内容 担当者：稲葉和也（徳山大学教授）授業外

指示 ケース教材を事前に読んでくること。

第 11回 項目 中国地域における産学官連携（山口大学のケース) 内容 担当者：清水則一（山口大学地域
共同研究開発センター長）

第 12回 項目 知的クラスター（やまぐち・うべ・メディカル・クラスター) 内容 担当者：浅田宏之（や
まぐち・うべ・メディカル・イノベーション・クラスター事業総括）

第 13回 項目 中国地域の産業・技術蓄積 (1)（山口県のケース) 内容 担当者：宗近 　孝憲（（財）山口

経済研究所調査研究部長）
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第 14回 項目 中国地域の産業・技術蓄積 (２)（山口県のケース) 内容 担当者：宗近 　孝憲（（財）山口
経済研究所調査研究部長）

第 15回

　●成績評価方法 (総合) 期末レポート、課題リポート、ケース討議への参加度によって総合的に評価する。な

お、評価方法に関しては事後に変更される可能性がある点に留意されたい。

　●教科書・参考書 教科書： 毎回の講義内容について、事前資料を配布する予定。／ 参考書： 必要があれ

ば講義中に指示する。

　●連絡先・オフィスアワー 各担当講師に連絡事項がある場合、技術経営研究科事務室（mot@yamaguchi-
u.ac.jp）ないしはグェン（phuc@yamaguchi-u.ac.jp）に連絡すること。
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開設科目 地域イノベーション論 区分 講義 学年 修士 2年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 前期

担当教官 田辺 　孝二 　他

　●授業の概要 ビジネスを行う場合、社会・経済的側面のみならず、技術的な側面も含めて地域特性を理解し

ておけば、地域の企業間ネットワークを利用して、自社の保有技術やノウハウからイノベーションの連

鎖を誘発できる可能性も高い。そこで、従来は企業毎の暗黙知になっていた、企業の立地意思決定を明

示化し、一定のガイドラインとして提示することが企業の価値最大化や産業創出につながると考えられ

る。それに加えて、従来は見過ごされていた地域間あるいは大企業と地場産業間のネットワーキング、ま

た大学等の保有技術も視野に入れた連携を促す能力も重要である。 　本講義では、中国地域において活

動する企業が、以上のような点を十分に理解し、中国地域で活動するメリットを最大限に生かした効果

的な研究開発活動や設備投資を行うための知識を体系的に示し、かつそれを実践するためのアプローチ

を提示する。／検索キーワード イノベーション、産業振興策、競争優位、海外進出、ケーススタディー

　●授業の一般目標 中国地域の産業政策を理解し、同時に当該地域において競争力を持つにいたった企業の

イノベーションをケース討議によって理解しながら、マクロ・ミクロの両視点から中国地域における事

業の成功ないしはイノベーションの創出実態を把握する。同時に、事業規模の拡大に伴い海外進出を行

う場合の留意点についても理解する。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点： ・地域有力企業や地場産業の発展経緯を中国地域の特徴との関係

で説明できる。・中国地域で行われている産業振興策を網羅的に理解し、自社の事業と関連性の高い政

策を指摘できる。・海外進出の実例を踏まえ、その問題点を列挙できる。 　思考・判断の観点：・中国

地域の企業で比較的共通して観測される経済的・技術的問題とその解決策を記述できる。・中国地域の

技術的強みや技術シーズあるいはネットワークを活用した事業機会を着想できる。 　関心・意欲の観点：

・ケース討議に積極的に参加する。

　●授業の計画（全体） この講義は、複数教員によるオムニバス講義であるが、同時に数多くのケース討議

が予定されている。よって、積極的な講義への参加が求められる。詳細な講義内容については、各担当

者から追って指示する。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 中国地域の産業振興政策（１）内容 担当者：田辺孝二（東京工業大学イノベーションマ

ネジメント研究科教授）

第 2回 項目 中国地域の産業振興政策（２）内容 担当者：田辺孝二（東京工業大学イノベーションマ

ネジメント研究科教授）

第 3回 項目 中国地域の競争優位性（１）内容 担当者：大田研一

第 4回 項目 中国地域の競争優位性（２）内容 担当者：大田研一

第 5回 項目 海外進出戦略 内容 担当者：廣畑伸雄（日本政策投資銀行国際・協力部課長）

第 6回 項目 海外進出のリスク 内容 担当者：廣畑伸雄（日本政策投資銀行国際・協力部課長）

第 7回 項目 地場産業発展のケース（１） 内容 担当者：千秋隆雄 授業外指示 ケース教材を事前に読

んでくること。

第 8回 項目 地場産業発展のケース（２） 内容 担当者：千秋隆雄 授業外指示 ケース教材を事前に読

んでくること。

第 9回 項目 環境産業発展のケース（１）内容 担当者：常森＆＃ 30686;紀（海水化学工業株式会社社
長）授業外指示 ケース教材を事前に読んでくること。

第 10回 項目 環境産業発展のケース（２）内容 担当者：常森＆＃ 30686;紀（海水化学工業株式会社社
長）授業外指示 ケース教材を事前に読んでくること。

第 11回 項目 機械産業発展のケース（１）内容 担当者：向山尚志 授業外指示 ケース教材を事前に読

んでくること。
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第 12回 項目 機械産業発展のケース（２）内容 担当者：向山尚志 授業外指示 ケース教材を事前に読

んでくること。

第 13回 項目 長州産業のケース（１）内容 担当者：岡本要（長州産業株式会社社長)
第 14回 項目 長州産業のケース（２）内容 担当者：岡本要（長州産業株式会社社長)
第 15回

　●成績評価方法 (総合) 数回のリポート、ケース討議への参加度によって総合的に評価する。なお、評価方

法に関しては事後に変更される可能性がある点に留意されたい。

　●教科書・参考書 教科書： 毎回の講義内容について、事前資料を配布する予定。／ 参考書： 必要があれ

ば講義中に指示する。

　●連絡先・オフィスアワー 各担当講師に連絡事項がある場合、技術経営研究科事務室（mot@yamaguchi-
u.ac.jp）ないしは松浦（matu@yamaguchi-u.ac.jp）に連絡すること。
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開設科目 技術戦略特論 区分 講義 学年 修士 1年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 後期

担当教官 久保元伸

　●授業の概要 技術開発はイノベーションの駆動力として最重要なものの一つである。経営戦略の中で技術

開発をどの様に位置づけ、成果に結びつけるためにはどの様な進め方をすればよいかを解説する。 具体

的には以下の点について事例に基づきながら講義と討議を行う。・経営戦略における技術の役割・経営

戦略と研究開発の統合・連動・研究開発における戦略機能区分の考え方・研究開発のマネジメント手法

・研究開発活動の評価法

　●授業の一般目標 研究開発は経営の手段の手段の一つであることを認識し、成果に結びつけるためにはど

の様な観点でマネジメントすべきであるかを理解し、そのために必要な手法を知る。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点：（１）経営戦略における研究開発の役割、位置づけを理解してい

る。（２）戦略論について学んだ代表的なフレームワークについてその概要を説明でき、技術戦略の位

置づけを理解している。（３）企業における研究開発活動をポートフォリオによって把握でき、資源配

分の状況を説明できる。（４）戦略機能区分の考え方を適用して技術戦略を構築し、経営戦略との統合・

連動をマネジメントする方法の要点を説明できる。（５）研究開発テーマの評価法がどのような考え方

で成り立っているかを説明できる。さらに実行面におけるマネジメント手法としてのステージゲート法

について、その内容を説明できる。（６）研究開発活動の評価法についてその狙いと代表的な手法につ

いて説明できる。 　思考・判断の観点： 企業・組織の研究開発テーマと資源配分状況を調べ、経営戦略

との整合性を判断し、適切なマネジメントの方向性を明示できる。 　関心・意欲の観点： 企業・組織に

おいて個別の研究開発テーマの技術内容だけではなく、経営目標達成のために全体の資源配分やテーマ

の改廃についての施策を低減できる。

　●授業の計画（全体） 基礎的な知識や背景については具体的な事例を挙げながら解説する。現実の問題と

して捉えることができるよう、具体的な事例について検討、討議する。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 企業経営と戦略【1】内容 技術戦略を構築する際に必要な戦略論の現状を概観し、代表的
なフレームワークについて解説する。注目する対象（技術、市場、競合など）が変化する速度

のレベルに応じて、それに適したフレームワークを用いることの重要性を解説する。

第 2回 項目 企業経営と戦略【2】内容 技術戦略の必要性と特徴について解説する。
第 3回 項目 事例を用いた演習及び討議 内容 企業における研究開発（製品開発、プロセス開発）の成

果を事業化に結びつけた事例を用いて、既に学んだフレームワークによる現在の事業環境の分

析などを行う。

第 4回 項目 経営戦略と技術戦略の統合・連動【1】内容 国内企業における経営戦略と技術戦略の統合
と連動が十分になされていない現状を知り、その要因を考察する。

第 5回 項目 経営戦略と技術戦略の統合・連動【2】内容 企業において研究開発に関する資源配分のバ
ランスを把握する方法として、研究開発ポートフォリオの作成法を解説する。経営戦略と技術

戦略を統合してマネジメントするためのツールとして戦略機能区分による考え方を解説する。

第 6回 項目 事例を用いた討議【1】内容 企業における研究開発をベースにした戦略展開の事例に基づ
いて討議を行う。授業外指示 事例は事前に配布するので、熟読して討議に参加すること。予め

設問が示されている場合にはそれについて考察して授業に臨むこと。

第 7回 項目 研究開発マネジメント【1】内容 研究開発テーマの評価法がどのような考え方で成り立っ
ているかを説明し、更に研究開発から実用化に至るまでの実行面におけるマネジメント手法の

代表的なものとしてステージゲート法をとりあげ、その実際を解説する。

第 8回 項目 研究開発マネジメント【2】内容 ステージゲート法の上市までを解説する。
第 9回 項目 事例を用いた討議【2】内容 企業における研究開発をベースにした戦略展開の事例に基づ

いて討議を行う。 授業外指示 同上
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第 10回 項目 研究開発活動の評価 内容 企業における研究開発活動の評価について、その狙いと手法を

解説する。

第 11回 項目 事例を用いた討議【5）内容 企業における研究開発をベースにした戦略展開の事例に基づ
いて討議を行う。授業外指示 事例は事前に配布するので、熟読して討議に参加すること。め設

問が示されている場合にはそれについて考察して授業に臨むこと。

第 12回 項目 事例を用いた討議【6】内容 企業における研究開発をベースにした戦略展開の事例に基づ
いて討議を行う。 授業外指示 同上

第 13回 項目 事例を用いた討議【7】内容 企業における研究開発をベースにした戦略展開の事例に基づ
いて討議を行う。 授業外指示 同上

第 14回 項目 総括 内容 講義、討議の総括。

第 15回

　●成績評価方法 (総合) 課題レポート、期末試験或いは期末レポート、討議への参加態度、発言内容を基に

成績評価を行う。

　●教科書・参考書 参考書： 「イノベーションの経営学」, ジョー・テイッドら著、後藤晃ほか監訳, ＮＴ
Ｔ出版, 2004年；「競争戦略論講義」, パンカジュ・ゲマワット著、大柳正子訳, 東洋経済新報社, 2002
年；「企業戦略論」,ジェイＢ．バーニー著、岡田正大訳,ダイヤモンド社, 2003年；“Winning at New
Products”Third Ed.,, R. G. Cooper, Perseus Publishing,, 2001年
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開設科目 技術評価特論 区分 講義 学年 修士 2年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 前期

担当教官 久保元伸

　●授業の概要 技術戦略を検討する場合、注目する技術に関して 2つの観点からの評価が重要となる。第 1は
その技術が現在どの様な進歩の段階（例：成長期、成熟期など）にあるかという点であり、第 2は発展
の方向性である。前者の観点に立つ評価・予測の手法として、探求的なものと規範的なものがある。探

求的手法には過去の事例に基づく時系列的な分析を中心とする「経験的分析手法」とデルファイ法のよ

うな「直感的手法が」ある。規範的な手法は技術の発展の方向性を検討するプロセスにおいて重要とな

る。ここではこれらの手法について解説し、事例を用いて適用法を習得する。

　●授業の一般目標 技術戦略を検討する場合に技術評価が重要な要素であることを理解し、そのために必要

な評価手法の代表的なものの内容と活用法を知る。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点： 製品の普及や技術の進歩が経験的分析手法ではどの様に記述でき

るかを具体例を挙げて説明できる。デルファイ法について、そのプロセスについて説明できる。技術戦

略を検討したり、研究開発のマネジメントを行う場合におけるこれらの手法の活用ができる。 　思考・判

断の観点： 具体的な技術を対象に習得した手法を用いて評価し、技術開発に取り組む場合の方向性など

について提言できる。

　●授業の計画（全体） 基礎的な知識や背景については具体的な事例を挙げながら解説する。現実の問題と

して捉えることができるよう、具体的な事例について検討、討議する。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 概論 内容 本特論で学ぶ技術予測と技術評価の概略を解説し、新産業創出論や技術戦略特

論との関連について説明する。

第 2回 項目 技術予測【1】内容 製品の普及や技術進歩を記述する経験的手法について解説する。
第 3回 項目 技術予測【2】 内容 経験的手法を適用した事例を用いてその有効性などについて討議を

行う。

第 4回 項目 技術予測【3】内容 直感的予測手法としてデルファイ法を取上げ、その実際を解説する。
第 5回 項目 技術予測【4】内容 事例として文部科学省技術政策研究所による「第 7回技術予測調査」

を用い、先端技術分野をはじめとする各分野の予測結果、過去の予測の結果の推移などを検討

し、有望技術分野の抽出を試みる。

第 6回 項目 技術予測【5】内容 技術の進化の方向性を考える際の規範的手法使用例について解説する。
第 7回 項目 技術評価【1】 内容 技術戦略も経営戦略の一つの要素であるとの観点からすれば、技術

（研究開発テーマなど）の評価も事業性との関連において行うことが必要となる。技術によって

なされる事業や生み出す製品の有望性から技術を評価する手法について解説する。

第 8回 項目 技術評価【2】内容 同上
第 9回 項目 事例を用いた検討・討議【1】内容これまでに学んだ技術予測および評価手法に関連した

事例を用い各種の手法の有効性や技術戦略検討における活用法に関して検討及び討議を行う。

第 10回 項目 事例を用いた検討・討議【2】内容 同上
第 11回 項目 事例を用いた検討・討議【3】内容 同上
第 12回 項目 事例を用いた検討・討議【4】内容 同上
第 13回 項目 事例を用いた検討・討議【5】内容 同上
第 14回 項目 総括 内容 講義、討議の総括を行う。

第 15回

　●成績評価方法 (総合) 課題レポート、期末試験或いは期末レポート、討議への参加態度、発言内容を基に

成績評価を行う。

41



¤

£

¡

¢

　●教科書・参考書 参考書：「技術革新と経済発展」, 弘岡正明, 日本経済新聞社, 2003年；「戦略技術管理
論」, フレデリック・ベッツ著 　黒木正樹監訳, 文理閣, 2005年；「最新技術評価法」, 寺本義也 　他, 日
経ＢＰ社, 2003年
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開設科目 新商品開発戦略特論 区分 講義 学年 修士 1年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 後期

担当教官 福代和宏

　●授業の概要 本講義では，消費財，生産財だけでなく，サービスも含めた広範囲の新商品開発について講義

を行う。商品開発には，競争力のある商品群を持続的に開発する枠組みをつくる戦略立案能力と，顧客を

惹きつける個々の商品を創造する企画能力の二つの能力が必要である． そこで前半では，企業活動にお

ける商品開発の役割，商品開発とイノベーション，マーケティングと連動した商品開発，商品開発を行

う組織づくり等，商品開発戦略立案の基礎となる知識と考え方を講義する． つぎに後半では，ユニバー

サルデザインやエコデザインと言った最近の商品開発思想をベースに、デザインシナリオ、QFD（品質
機能展開）等，顧客ニーズを商品に反映させる手法を講義する．そして，これらの手法に関する課題を

実施することにより，受講者の商品企画能力を涵養する。

　●授業の一般目標 この科目を受講し、以下のような実力が身に付くと、この科目の目指す学習目標に到達

したと考えられる。 　（１）企業活動における商品開発の役割について説明できる。（２）商品開発と

イノベーション，マーケティングの関係を説明できる。（３）ユニバーサルデザイン，エコデザイン等

の商品開発思想を商品企画に反映できる。（４）デザインシナリオ、QFD等の手法を活用し、顧客ニー
ズに応じた商品を企画できる。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点：（１）企業活動における商品開発の役割について説明できる。（２）

商品開発とイノベーション，マーケティングの関係を説明できる。 　思考・判断の観点：（３）ユニバー

サルデザイン，エコデザイン等の商品開発思想を商品企画に反映できる。 　技能・表現の観点：（４）

デザインシナリオ、QFD等の手法を活用し、顧客ニーズに応じた商品を企画できる。

　●授業の計画（全体） 講義では、基礎的な知識や背景については、具体的な事例をあげながら講義形式で

解説する。また，講義内容に対応する事例の調査を課し，受講者の理解力を深める．さらに、デザイン

シナリオ、QFDを使った演習を通して受講者の商品企画能力の開発を行う。 学習の仕方 ・指定図書に
目を通してくること、参考図書は発展的教材として個人的に読むことを勧める。・授業内でディスカッ

ションのある日は、自ら進んで発言することによって、学習が促進されるために、進んでディスカッショ

ンに参加すること。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 企業活動における商品開発の役割 内容・商品とは何か ・企業活動における商品開発の長

期的役割と短期的役割・企業競争力の源泉としての商品開発・商品開発という活動の特徴（創

造性，不確実性，複雑性）

第 2回 項目 商品開発とイノベーション 内容 ・イノベーションの度合い（革新的な商品と改善的な商

品）・技術的イノベーションと市場的イノベーション ・リーダー戦略とフォロワー戦略 ・改

善重視戦略と革新重視戦略

第 3回 項目 商品開発とマーケティング 内容・マーケットイン戦略（ニーズ重視）とプロダクトアウト

戦略（シーズ重視）・マーケティング手法の概略・マーケティングと連動する商品開発（マー

ケティングミックスの一部としての商品戦略）

第 4回 項目 商品開発と営業活動 内容・セールスではなく、ソリューションとしての営業活動・顧客

関係のマネジメント ・現場の情報から商品開発へ

第 5回 項目ユーザリクアイアメント抽出（主観的手法）内容・＆＃ 8226; 顧客本位の商品を発想する
ための最初の段階としてユーザリクアイアメントの抽出が必要である．顧客の立場をなりきっ

てリクアイアメントを得る、主観的手法について学ぶ ・＆＃ 8226; タスク分析によるユーザリ
クアイアメント抽出 ・＆＃ 8226; シーン展開によるユーザリクアイアメント抽出

第 6回 項目 ユーザリクアイアメント抽出（客観的手法）内容 ・マーケティング・リサーチで用いら

れる客観的手法によるユーザリクアイアメント抽出を学ぶ・グループインタビューによる顧客

意識構造の解明 ・数理的技法による顧客意識構造の解明 ・アンケート設計
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第 7回 項目 商品の発想術：デザインシナリオ 内容 ・既存品の存在しない場合の商品の発想法として

「デザインシナリオ」を学ぶ ・「モノ」では無く，「コト」から発想することを学ぶ

第 8回 項目デザインシナリオ演習 内容 ・５Ｗ１Ｈ１Ｃを押えながら，デザインシナリオを作成

第 9回 項目 QFDを用いたコンセプト設計 内容・商品の狙いを明確にする作業＝コンセプト設計につ
いて学ぶ ・コンセプト設計の一手法としてＱＦＤ（品質機能展開）を学ぶ ・QFDの事例紹介

第 10回 項目 QFD演習 内容 ・サービス分野へのＱＦＤ適用を実践する
第 11回 項目 商品の評価 内容 ・企画された商品を評価する手法について学ぶ ・SUS、AHPなどの数

理的評価手法 ・チェックリスト、デザインウォークスルーなどの質的評価手法

第 12回 項目ブランドと商品保護 内容 ・商品寿命を支えるブランド ・ブランドの意義 ・ブランドの

事例：北欧ブランド ・不正商品、知的財産権の侵害

第 13回 項目 ユニバーサルデザイン 内容 ・ユニバーサルデザインの必要性：使いやすさを目指したユ

ニバーサルデザイン ・ユニバーサルデザイン 7原則 ・ユニバーサルデザインの応用事例
第 14回 項目 エコデザイン 内容・環境影響の低減を目指したエコデザイン ・資源系のエコデザインと

エネルギー系のエコデザイン ・エコデザインと環境経営 ・ユニバーサルデザインもしくはエ

コデザインを意識した商品の実例をレポートにまとめる

第 15回 項目 商品開発の新戦略 内容・商品開発、事業開発の新しい考え方・商機発見の技術・本講義

の総括

　●成績評価方法 (総合) 講義への出席、事例調査レポートあるいは実習レポート、期末試験あるいは期末レ

ポートの結果を基に成績評価を行う。それぞれの占める比率は、・宿題・授業外レポート 　70％ ・授
業態度・授業への参加度 　10％ 　・受講者の発表（プレゼン） 　20％

　●教科書・参考書 参考書：『品質展開入門』, 赤尾洋二, 日科技連, 1990年；『キャズム』,ジェフリー・
ムーア, 翔泳社, 2002年；『製品開発の知識』, 延岡健太郎, 日本経済新聞社, 2002年；『商品企画のシ
ナリオ発想術』, 田中 央, 岩波書店, 2003年； 参考図書は全て図書館に揃えているので、事前学習ある
いは復習用教材として利用することを推奨する。

　●連絡先・オフィスアワー 連絡先：（内線９８７６）
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開設科目 生産管理特論 区分 講義 学年 修士 1年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 後期

担当教官 千秋隆雄

　●授業の概要 製品開発には、多大な時間と設備投資が必要であり、市場の将来動向を見据えた開発計画が重

要である。また、製品化においては、市場ニーズの把握と技術のロードマップを基にした製品化計画と

量産化に向けた製造現場での生産管理や、物流、収益確保に亘るＳＣＭ（Supply Chain Management）
の考え方と手法が重要である。本科目では、空気調和機などの製品開発・設計・製造の事例に基づいた

考え方と手法を講義し、討論・演習問題によって受講者の理解を深める。／検索キーワード 経営ビジョ

ン、製品力、ＱＣＤ，技術のロードマップ、タクトタイム、サイクルタイム、標準時間、発注方式、ＭＲ

Ｐ，ＢＯＭ、2ビン方式、外注管理、在庫管理、品質管理、工程能力指数、設備管理、ＭＴＢＦ，ＭＴＴ
Ｒ，ＳＣＭ

　●授業の一般目標 製造業が継続的に発展するために、Ｑ（品質）、Ｃ（コスト）、Ｄ（納期）の制約条件のも

とで、市場ニーズに即応した製品を開発、量産化していく基幹のプロセスを理解する。具体的には、技

術の動向、社会の潮流から製品戦略を立案し技術のロードマップを作成する方法、製造現場での生産管

理（生産計画、作業管理、資材調達、在庫管理、原価管理、品質管理）の仕組み、物流のあり方を理解

し、各種管理の手法を身に付ける。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点： 製造業における製品開発から物流に至る生産管理体系と機能を説

明できる。・事業戦略、技術のロードマップの意義を説明できる。・製造現場での作業管理手法、プル

型、プッシュ型生産方式を説明できる。・資材調達の仕組み、在庫管理、原価管理の手法を説明できる。

・品質管理、設備管理の手法を説明できる。・物流のあり方を含むＳＣＭ（Supply Chain Management）
の概要を説明できる。 　思考・判断の観点：・事業戦略、技術開発の目標を立案できる。・生産効率向

上策、ムダの排除について指摘できる。・作業の標準時間を測定し、作業工程表を計画できる。・資材

の最適調達方法（ＭＲＰ法、カンバン方式）に基づく発注量を計算できる。・製品の原価構成と原価低

減を理解し、損益分岐点を計算できる。・不良の発生原因探索、改善の方法を指摘できる。・設備故障

率を定量的に評価できる。 　関心・意欲の観点： ・実務レベルの生産管理に関心を広げ、製造業におけ

る全体最適化に関する意識を高める。・実務遂行の中で、生産管理上の問題発生時に、総合的な判断の

もとで課題を抽出できる。 　態度の観点： 製造業における生産管理の役割を積極的に考察し、生産管理

技術者あるいは経営者として、生産管理のあるべき姿を考えることができる。

　●授業の計画（全体） 生産管理の製造業内での位置付けから始まり、生産管理の個別課題である製品開発

のプロセス、製造現場での作業管理・工程管理・生産計画、資材調達方法、外注管理、在庫発生のメカ

ニズム、原価管理、品質管理、設備管理、技能者育成、物流について講義する。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 経営戦略と生産管理の位置付け 内容 製品の競争力 マーケティングと生産オペレーション

の融合 製造中心の生産管理から開発・原価管理中心の生産管理へ

第 2回 項目 製品開発と技術のロードマップ 内容 革新技術、社会の潮流、技術動向と事業戦略 ロード

マップ作成 授業外指示レポート（ロードマップ作成）（１）

第 3回 項目 製品開発手順 内容 製品開発の手順 開発のマイルストーン 製品開発体験談 授業外指示レ

ポート（ロードマップ作成）（２）

第 4回 項目 製造現場の生産管理 内容 標準時間、標準作業の設定法 部品別能力表

第 5回 項目 製造現場の生産管理 内容 小テスト セル生産システム 生産計画システム 生産量予測と日

程計画

第 6回 項目 課題発表と討論 内容 ロードマップ作成成果の発表

第 7回 項目 資材調達システム 内容 発注方式 生産計画に基づくプッシュ型発注（ＭＲＰ）部品表（Ｂ

ＯＭ）授業外指示レポート（ＢＯＭ作成とＭＲＰ計算）

第 8回 項目 資材調達システム 内容 現場管理のプル型発注（２ビン方式）、カンバン 外注管理と下請法

45



¤

£

¡

¢

第 9回 項目 在庫管理 原価管理 内容 在庫発生のメカニズム 最適在庫点 製造原価

第 10回 項目 原価管理 内容 原価構成、原価の仕組み 損益計算 小テスト（損益分岐点）

第 11回 項目 品質管理 内容 品質の基本的な考え方 ＱＣの評価ツールの作成法（１）

第 12回 項目 品質管理 内容 ＱＣの評価ツールの作成法（２）工程能力指数 公差設計

第 13回 項目 設備管理 安全管理 技能者育成 内容 故障の定量評価 保全の仕組み 労働安全衛生法 職業

能力開発促進法

第 14回 項目 サプライチェンマネジメント（ＳＣＭ）の概要 内容 ＳＣＭの仕組み 需要変動対応の生産

システムと物流在庫の事例 倉庫拠点位置の適正化（演習を含む）

第 15回 項目 予備

　●成績評価方法 (総合) 主に、小テスト、授業内演習、授業外レポートで評価する。また、知識伝授型の講

義のため出席率を加味する。

　●教科書・参考書 教科書： 教員の作成したプリントを使用する。

　●連絡先・オフィスアワー senshu@yamaguchi-u.ac.jp
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開設科目 リスク管理特論 区分 講義 学年 修士 2年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 前期

担当教官 千秋隆雄

　●授業の概要 技術経営においては、製品不良、事故、法令違反などオペレーション段階におけるリスク対

応に加え、リスクをマネジメントするシステム、手法の確立が重要である。特に最近では、地球環境問

題、特定化学物質への対応、製造物責任、輸出管理への対応は経営者にとって必須の課題である。本科目

では、リスクマネジメントシステムやマネジメントの手法と、各種リスクの発生原因やその対応・予防

策を、企業での実務経験を加えて講義する。さらに、財務リスクを含めて、近年注目されている企業リ

スク管理 ERMについて紹介する。また、技術者が身に付けておかなければならない企業倫理、技術者
倫理についても思考する。／検索キーワード リスクマネジメント、リスクコミニュケーション、地球温

暖化、化学物質、PRTR法、WEEE指令、RoHS指令、廃棄物処理法、リサイクル法、環境適合設計、
土壌汚染、PL法、リコール、デリバティブ、企業リスク管理、リスクファイナンス、輸出管理、企業倫
理、技術者倫理

　●授業の一般目標 安定した企業経営を行うために、最小限のコストでリスクの適切な処置を行う管理手法

を理解し、実践に役立つ重要リスクについて、法規制の内容を学ぶとともに、対応策を身に付ける。そ

の上で、全体最適化を目的としたリスク管理モデルについて議論する。１．JIS Q2001に基づいたリス
クマネジメントのプロセス、手法、システム ２．リスクの重大性、リスクコミニュケーションを行うた

めの技術者の倫理観のあり方 ３．具体的なリスク 　　(1)環境リスク―地球温暖化、化学物質、廃棄物
発生抑制、土壌汚染 　　(2)法務リスク―製造物責任、リコール 　　(3)財務・財産リスク―市場リス
ク、信用リスク ４．企業リスク管理―ERMによる財務リスク管理

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点：・リスクマネジメントの基本体系とマネジメントプロセスを説明で

きる。 ・社会問題として重要な地球温暖化や化学物質等の環境リスク、製造物責任や輸出管理等の法務

リスクの法規制とリスク対応策を説明できる。・オペレーションでのリスク管理と財務リスク管理のア

プローチを対比できる。 　思考・判断の観点： ・リスクマネジメントシステムを構成する原則を理解し

て、マネジメント方針立案や計画を思考できる。・リスクコミニュケーションを推進するためのステー

クホルダーとの関わりを考察できる。 ・全社的リスク管理体制のあり方について議論できる。 　関心・

意欲の観点： ・リスクマネジメントに対する関心を広げ、企業を継続的に発展させるための意識を高め

るとともに、問題が発生した時の対処法を提案できる。 　態度の観点： ・技術者としての倫理観を身に

付け、経営者あるいは技術管理者としての行動を意思表示できる。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 リスクマネジメントの概要 マネジメントのプロセス・手法 内容 企業におけるリスクマネ

ジメントの重要性 リスクの分析、算定評価

第 2回 項目 マネジメントシステム 内容 マネジメントのプロセス、手法コミニュケーションの意義 緊

急時のマスコミ対応方法

第 3回 項目 リスクマネジメントのシステム 内容システム構成の７原則 リスクマネジメントの体系 授

業外指示レポート（住友電工）

第 4回 項目 企業倫理 技術者倫理 内容 社会の中での技術者の振舞い方 授業外指示レポート（ダウコー

ニング社）

第 5回 項目 環境リスク 内容 地球環境とリスク 環境関連法規 温暖化と省エネルギ法、京都議定書

第 6回 項目 化学物質と環境汚染 内容 ＰＲＴＲ法グローバルな環境規制 環境経営の仕組み

第 7回 項目 化学物質と環境経営 資源の使用・廃棄物の抑制 内容トレーサビリティ 資源の有効利用

と企業の責任

第 8回 項目 リサイクル法 環境適合設計 内容 WEEE指令 環境効率（温暖化効率、資源効率）の計算
事例

第 9回 項目 製造物責任 内容 ＰＬ法とその対応
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第 10回 項目 製造物責任 内容 ＰＬ防御のマネジメントシステム 製品安全チェックリスト 授業外指示

レポート（製品開発段階/情報漏洩におけるリスクマネジメント）
第 11回 項目 リコール 内容 リコール対応の日常管理 リコールの意思決定

第 12回 項目 リコール 内容 リコールのための行動 関係行政機関への報告 某社の品質保証の姿勢

第 13回 項目 輸出管理 内容 輸出取引と企業リスク 安全保障輸出管理規制 企業の輸出管理体制

第 14回 項目 財務リスク 企業リスク管理 内容 市場リスク 信用リスク 全社的リスク管理システム 経営

パラダイム 内部監査

第 15回 項目 予備

　●教科書・参考書 教科書： 講師の作成したプリントを使用する。

　●連絡先・オフィスアワー senshuu@yamaguchi-u.ac.jp
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開設科目 研究開発型ベンチャー特論 区分 講義 学年 修士 2年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 前期

担当教官 上西研

　●授業の概要 研究開発型ベンチャー企業の技術経営は、起業の意思の有無にかかわらず、すべての技術系ビ

ジネスマンにとって、今や必須の知識となっている。 我が国ではこれまで、先進国の科学技術に追いつ

くことを目指したキャッチアップ型の産業構造で経済発展を遂げてきた。しかし、今やフロントランナー

となり、新たな技術で産業を自ら開拓するフロンティア型の技術経営が求められている。研究開発型ベ

ンチャービジネスは、成長志向が強く、高いリスクを伴う新しい領域に果敢に挑戦し、独自の製品や技

術・ノウハウなどの独創性や新規性を持ち、高い成長性を期待できる企業である。このような特徴を持つ

研究開発型ベンチャービジネスの技術経営は、既存の大企業にとっても、現在の厳しい経済環境の中で

新事業を創出する参考になると考えられる。このような観点から、大企業における研究開発部門と比較

しながら研究開発型ベンチャービジネスの技術経営の特徴を学習する。この科目では、経営の基礎を学

んでいない若手企業技術者及び理工学系大学院生が、研究開発型ベンチャービジネスの技術経営に求め

られる基礎知識・スキルを学習する。 序論としてモジュール (1)で研究開発型ベンチャービジネスの基
礎知識を、モジュール (2)で地域産業政策と起業支援について学習する。モジュール (3)で企業における
研究開発の意義と変遷、及び近年の変化について学習する。続いてモジュール (4)で研究開発に必要な組
織と人材の育成法を、モジュール (5)で研究開発から新製品の市場化に至る一連のプロセスを学習し、モ
ジュール (6)で市場ニーズの把握から新製品の研究開発課題の設定までを、モジュール (7)で研究開発目
標を決定するためのフィージビリティスタディについて学習する。モジュール (8)と (9)で戦略的な研究
開発マネジメントと、合理的、創造的な発想・発明法を学習し、モジュールモジュール (10)と (11)でＴ
ＲＩＺ支援ソフトを用いて創造的発想・発明法の演習を行う。モジュール (12)で研究開発の成果の特許
化とその戦略的活用法を学習する。モジュール (13)では技術や市場の変化への対応について、モジュー
ル (14)では新しいビジネスモデルを利用した特許戦略と事業戦略を、ケーススタディを通して学習する。
この科目の最後のモジュール (15)では、研究開発から市場化における死の谷や、株の売却、合併・買収
といった出口戦略も含め、研究開発型ベンチャービジネスの一生を学習する。なお、本科目では、主に

ニーズに基づく研究開発・市場化に注目している。シーズオリエンティッドな研究開発・市場化に求めら

れる技術経営の基礎知識・スキルは、「技術移転（TLO）と大学発ベンチャー」で学習することができる。

　●授業の一般目標 この科目を受講し、以下のような実力が身に付くと、この科目の目指す学習目標に到達

したと考えられる。 　（１）市場ニーズに基づく新製品の開発とその市場化に至る一連のプロセスを要

約できる。（２）ベンチャービジネスと大企業の研究開発・市場化について、その共通点と相違点を要

約できる。（３）各自、身近な技術テーマの市場化を仮定し、そのビジネスモデルと事業戦略案を要約

できる。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点：（１）市場ニーズに基づく新製品の開発とその市場化に至る一連

のプロセスを要約できる。（２）ベンチャービジネスと大企業の研究開発・市場化について、その共通

点と相違点を要約できる。（３）各自、身近な技術テーマの市場化を仮定し、そのビジネスモデルと事

業戦略案を要約できる。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 研究開発型ベンチャービジネスとは 内容 ・研究開発型ベンチャー企業の特徴を 400字程
度で要約できる。・日本経済において研究開発型ベンチャー企業の出現が期待されている理由

を 400字程度で要約できる。
第 2回 項目 地域産業政策と起業支援 内容・「産業政策」について、基本的な考え方を説明することが

できる。・戦後の我が国産業政策の変遷のなかで、地域と関わりの深い「地域産業政策」、「中

小企業政策」の変遷と現在展開されている政策が説明できる。・現在展開されている経済産業

政策の基本的な方向が説明できる。また、その中で、「地域産業政策」や「中小企業政策」が

担っている役割を説明できる。 ・現在展開されている新事業創出・起業（大学発ベンチャー）

支援の意義と具体的施策の概要が説明できる。
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第 3回 項目 企業における研究開発部門 内容 ・研究開発が様々な産業の基礎となり、市場における企

業の競争力を増し、国の経済力を維持することを理解し、事例を用いて説明することができる。

・日立製作所における研究開発の歴史を学習し、研究開発部門の特徴と企業の技術管理手法を

要約することができる。・短期的な研究と長期的な研究の均衡、戦略的な基礎研究と応用研究

の均衡の重要性を要約できる。・予算削減、規模縮小などに対応して研究開発部門がどのよう

に変化したのか、特徴を上げて説明することができる。また、今後の研究開発のあり方につい

て改善点をまとめて、実践的場面で意見を述べることができる。

第 4回 項目 研究開発組織・人材育成論 内容・研究開発部門と他部門との関連を要約できる。・研究

開発型ベンチャービジネスと大企業における研究開発部門との仕組みの違いを要約できる。・

研究者あるいは技術者として習得すべきスキルとそのための教育モデルを要約できる。・技術

者として期待される人間像を記述できる。

第 5回 項目 研究開発から市場化への流れ 内容 ・研究開発から新製品の市場化に至るプロセスを要約

できる。・企画，営業，設計など各部門との関連の中での，研究開発部門の役割を要約できる。

・研究開発に携わる者の２つの役割（特定の技術の専門家，広範囲な技術動向の予見者）を説明

できる。

第 6回 項目 マーケティング・スキル 内容 ・利益につながる的を射た知識を以前より早く生み出すた

めには，研究開発部門が市場ニーズを把握しなければならないことを，例を挙げて説明できる。

・さまざまな市場調査方法の特徴を説明できる。・市場ニーズを抽出し，製品仕様の決定や研

究開発課題の設定を行うプロセスを説明できる。・教材で取り上げた例題とよく似た QFD（品
質機能展開）の問題を解くことができる。

第 7回 項目 技術的フィージビリティ・スタディと投資意思決定 内容・製品開発における技術上および

財務上のフィージビリティ・スタディ（実行可能性）の必要性を要約できる。・技術マップを用

いた机上検討，CAD，光造型，モックアップなどによる試作など技術上のフィージビリティ・
スタディ手法を要約できる。・研究開発期間および人員，需要予測，原価，売り上げなどを盛

り込んだ採算性シミュレーション（例えば DCF法）のプロセスを要約できる。
第 8回 項目 戦略的研究開発マネジメント 内容・技術開発戦略の立て方を説明できる。・ダイナミック

なＲ＆Ｄマネージメントの概要を説明できる。・テクノロジーマップを作成することができる。

第 9回 項目 創造的発想法と発明 内容 ・イノベーションを連続的に生み出すための創造的発想法の主

要な概念を説明できる。・ＴＲＩＺの概要について要約できる。・発明原理と矛盾マトリック

ス分析について説明できる。 ・技術進化のトレンド分析について説明できる。

第 10回 項目 創造性開発演習 内容・ＴＲＩＺ支援ソフトを用いて創造的発想をすることができる。・現

代版TRIZが、創造性開発においてどのような位置付けにあるかを説明できる。・現代版TRIZ
と、既存の代表的な創造技法との共通点、相違点を説明できる。・TRIZの優位性と TRIZを
活用する上での注意すべき事項について説明できる。・演習を実際に行うことによって、自ら

の思考プロセスをトレースし、いかに、先入観、固定観念などによって、心理的惰性が働き、そ

の影響を受けて、問題を誤って認識したり、真の解決策とは違う方向へ向かいやすいかについ

て実践的場面を想定して意見を述べることができる。

第 11回 項目 矛盾・技術進化トレンドの演習 内容・ＴＲＩＺ支援ソフトに実装されている矛盾マトリッ

クスや技術進化のトレンドを利用し，イノベーションに繋がるアイデアを創出できる。

第 12回 項目 ベンチャ－ビジネスの知的財産戦略 内容 ・ベンチャ－企業特有の知的財産戦略の方法論

について理解する。・ベンチャ－企業にとっての知的財産権の重要性について説明できる。・

特許権、商標権、プログラム著作権の基礎的事項を説明できる。・ビジネスモデル特許につい

て理解する。

第 13回 項目 イノベーションへの対応 内容 ・研究開発型ベンチャー企業のケースとして，長州産業�

を事例にとり独立・起業の動機からビジネスの展開について、当時の環境の中での創業者の意

思決定プロセスを説明できる。・当初のビジネスから、ハイテク分野である半導体製造装置へ

の事業展開を図るにいたった状況と、これに賭けた経営者の決断を分析・説明できる。・半導
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体製造装置分野への参入にあたり、社内の経営資源の制約の中でどのような事業展開が適切と

判断したのかを説明でき、類似の場面で応用できる。・大企業内部での社内ベンチャーのケー

スでは、どのような動機で新規事業への取り組みが行われ、社内ベンチャーという形態がとら

れたのかを説明できる。

第 14回 項目ビジネスモデルと事業戦略 内容 ・情報技術を活用して実現した、新しいビジネスの方法

や仕組みを持つビジネスモデルの事例を理解し、特許戦略、及び、それに基づく事業戦略を説

明できる。・デルコンピュータ社のケーススタディを通して、デル・ダイレクト・モデルと呼

ばれる直接販売方式を同社が採用するに至った背景を理解し、同社が採用した事業戦略の、同

業他社と異なる特徴を要約できる。・インターネットが台頭し、コモディティー化が進む米国

PC市場において 1994年おけるデル社の競争力、財務内容などから判断して同社が取るべき経
営戦略について各自解答を用意し、論理的にディスカッションすることができる。

第 15回 項目 研究開発型ベンチャービジネスのライフサイクル 内容 ・研究開発型ベンチャーはどのよ

うにして設立され、発展していくのか、その過程においてヒト、モノ、カネの面でどのような課

題に遭遇し、どのように対応するのかを説明できる。・順調に発展した場合にはどのような形

で必要資金を調達するのか、その成果をどのように回収する方法があるかについて説明できる。

・研究開発型ベンチャーの戦略としては、企業規模の規模拡大や株式公開だけでなく技術の売

却や企業そのものの売却（Ｍ＆Ａ）など、いくつかの出口戦略（Exit）について説明できる。

　●成績評価方法 (総合) 講義への出席、ケーススタディレポートあるいは実習レポート、期末試験あるいは

期末レポートの結果を元に成績評価を行う。それぞれの占める比率は、授業への参加および貢献：２０

％、ケーススタディレポートあるいは実習レポート：５０％、期末試験あるいは期末レポート：３０％と

して、これらを合計して成績を評価する。

　●連絡先・オフィスアワー 連絡先：内線番号９８７６
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開設科目 生命医療技術特論 区分 講義 学年 修士 1年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 通年 (前期,後期)

担当教官 堤宏守

　●授業の概要 最新の生命医療に関連した内容についての講義を行う。

　●授業の一般目標 最新の生命医療の基礎的となる部分の理解と最新の状況などの知識を身に付ける。

　●授業の計画（全体） 本講義の開講については、受講希望者数により講義形式が変わるので問い合わせる

こと。

　●成績評価方法 (総合) 講義への出席、プレゼンテーション、レポートなどにより評価する。

　●メッセージ 本講義の開講については、受講希望者数により講義形式が変わるので問い合わせること。
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開設科目 情報化製造技術特論 区分 講義 学年 修士 2年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 後期

担当教官 上西研

　●授業の概要 デジタルエンジニアリング (DE)は，有限要素法などによる数値シミュレーションに端を発す
る工学問題への活用から設計支援，NC加工，製品管理などさまざまな範囲に広がりを持ち製品開発を
中心とした業務管理系全般に拡大している。本講義ではＤＥを中心に最先端の情報化製造技術について

学ぶ。／検索キーワード 製品企画，開発，製造，物流，販売，調達，保守，修理，回収，廃棄，CAD，
CAM，CAE，CG，PDM

　●授業の一般目標 CAD/CAM/CAE/CG/PDMなど DEを支えるために提供されているシステムが実際の
製品開発・製造にどこまで寄与でき，それぞれの課題は何かについて考察を行う能力を身に付ける。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点：製品企画，開発，製造だけではなく，物流，販売，調達，保守，修

理，回収，廃棄などの広範囲に展開してきている情報化製造技術についての知識を獲得する。 　思考・判

断の観点： 各種エンドユーザーの要求に対応した本当の技術革新に対応しているか，更には，それらの

要求にこたえるための考え方，手法，インフラの整備などについての判断力を身に付ける。

　●授業の計画（全体） ２１世紀のもの作り現場は IT技術を援用した、いわゆる CAE（Computer Aided
Engineering）から IT技術の活用を最大化した DM（Digital Manufacturing）へと変貌していく。本科
目では、DMを推進していくために必要な先端知識・理論及び実践的活用法について講義と演習を行う。
特に、設計段階でコア技術となる最先端シミュレーション技術の理論および活用法、製造段階での IT技
術導入のポイントなどについて講義を行う。また、先端シミュレーションソフトを用いた演習を行い、受

講者のスキルアップを図る。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 形状認識 内容 形状を認識・作成するための技術 授業外指示 復習と練習問題を解く 授業

記録 講義ノートに記載

第 2回 項目 ＣＡＤの基礎 内容 形状を CADへ展開する技術 授業外指示 復習と練習問題を解く 授業
記録 講義ノートに記載

第 3回 項目 ２ DCAD 内容 ２ DCADの課題と実情 授業外指示 復習と練習問題を解く 授業記録 講義
ノートに記載

第 4回 項目 ３ DCAD（1）内容 ３ DCADの課題と実情について 授業外指示 復習と練習問題を解く
授業記録 講義ノートに記載

第 5回 項目 ３DCAD（2）内容 ３DCADによる取り組み，設計行為そのものを支援するためのシス
テム 授業外指示 復習と練習問題を解く 授業記録 講義ノートに記載

第 6回 項目 設計評価（1）内容 ３ D形状作成の最大の効果である，試作・実験を仮想的に行う技術
に関して 　　　構造解析：線形解析，非線形解析，衝撃解析，機構解析の紹介と実習 授業外指

示 復習と練習問題を解く 授業記録 講義ノートに記載

第 7回 項目 設計評価（2）内容 ３ D形状作成の最大の効果である，試作・実験を仮想的に行う技術
に関して 　　　構造解析：線形解析，非線形解析，衝撃解析，機構解析の紹介と実習 授業外指

示 復習と練習問題を解く 授業記録 講義ノートに記載

第 8回 項目 設計評価（3）内容 ３ D形状作成の最大の効果である，試作・実験を仮想的に行う技術
に関して 　　　構造解析：線形解析，非線形解析，衝撃解析，機構解析の紹介と実習 授業外指

示 復習と練習問題を解く 授業記録 講義ノートに記載

第 9回 項目 設計評価（4）内容 ３ D形状作成の最大の効果である，試作・実験を仮想的に行う技術
に関して 　　　構造解析：線形解析，非線形解析，衝撃解析，機構解析の紹介と実習 授業外指

示 復習と練習問題を解く 授業記録 講義ノートに記載

第 10回 項目 解析を行うために必要な情報，技術（1）内容 材料特性の評価計測技術（画像相関法，衝
撃引張，異方性材などの計測）授業外指示 復習と練習問題を解く 授業記録 講義ノートに記載
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第 11回 項目 解析を行うために必要な情報と技術（2）内容 材料特性の評価計測技術（画像相関法，衝
撃引張，異方性材などの計測）授業外指示 復習と練習問題を解く 授業記録 講義ノートに記載

第 12回 項目 品質保証技術 内容 CGによるデジタルモデル（レンダリング）， 　　データ変換と共有，

データ交換（設計⇒解析，設計⇒生産準備），データ管理 授業外指示 復習と練習問題を解く 授

業記録 講義ノートに記載

第 13回 項目 生産準備支援 内容 NC加工への適用，試作開発のための技術（光造造型）授業外指示 復
習と練習問題を解く 授業記録 講義ノートに記載

第 14回 項目 ＤＥを利用した技術経営戦略 内容これからの DEと DEを利用した技術経営戦略 授業外
指示 復習と練習問題を解く 授業記録 講義ノートに記載

第 15回 項目 期末試験

　●成績評価方法 (総合) 講義への出席、ケーススタディレポートあるいは実習レポート、期末試験あるいは

期末レポートの結果を基に成績評価を行う。

　●教科書・参考書 教科書：プリント等を配布する

　●連絡先・オフィスアワー kaminisi@yamaguchi-u.ac.jp
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開設科目 環境・エネルギー技術特論 区分 講義 学年 修士 2年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 前期

担当教官 福代和宏

　●授業の概要 エネルギー多消費型の産業では、エネルギーマネジメントが不可欠である。産業部門では民

生・運輸部門に比べて省エネルギー技術などが発達しているが、地球規模のエネルギー・資源・環境問題

を考慮するとエネルギーのより一層の効率的運用が要求される。この要求を満たすためには、従来の一

事業所で閉じたエネルギーマネジメントでは不十分で、企業間でのエネルギーの融通や余剰エネルギー

の地域への供給、新エネルギーの利用、エネルギー高効率化の事業化（ESCO事業）なども考える必要
がある。 本プログラムでは、従来体系的に扱われていなかった上記のような新しいエネルギーマネジメ

ント、さらにそれを事業化した例を、技術者、大学院生、自治体等関係者に教育し、地域のエネルギーの

効率的運用やその事業化の振興に役立てる。／検索キーワード 環境、エネルギー

　●授業の一般目標 (1)わが国におけるエネルギー事情や法制度について理解し、説明できるようにする。 (2)
事業所やコンビナートレベルでのエネルギーマネジメント手法について理解し、実践できるようにする。

(3) QFDの適用、コスト試算などを行って、エネルギー関連産業の現状分析や新事業開拓の企画をでき
るようにする

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点： わが国におけるエネルギー事情や法制度について理解し、説明で

きるようにする。 　技能・表現の観点： 事業所やコンビナートレベルでのエネルギーマネジメント手法

について理解し、実践できるようにする。 QFDの適用、コスト試算などを行って、エネルギー関連産業
の現状分析や新事業開拓の企画をできるようにする

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目エネルギー事情内容世界および日本のエネルギー事情、産業・民生・運輸部門のエネルギー

消費量、コンビナートや地域レベルでのエネルギーマネジメントの必要性について学習する。

第 2回 項目 エネルギーと冷凍空調技術 内容 省エネルギー・温暖化防止といった課題に取り組む冷凍

空調業界の動向について学習する

第 3回 項目 冷凍・空調機の原理 内容 冷凍空調の原理・基礎知識について学習する

第 4回 項目 エネルギーと法制度 内容 ・日本のエネルギー政策（従来型エネルギー、および新エネル

ギー）や法制度について学習する。・法制度の細部について丸暗記する必要はないが、現在の

日本のエネルギー政策の方向について理解し、説明できるようにする。

第 5回 項目 企業におけるエネルギーマネジメント 内容 ・京都議定書など、エネルギービジネスを取

り巻く上行について説明できる・起業におけるエネルギーマネジメント手法である、ＥＳＣＯ

事業の意義について説明できる。 ・ＥＳＣＯ事業の実態について説明できる。

第 6回 項目 コンビナートにおけるエネルギーマネジメント 内容 ・周南地域のコンビナートの実例を

もとに、企業間のエネルギーの融通など、コンビナート全体でのエネルギーマネジメント手法

について学ぶ。

第 7回 項目 電力供給システム 内容 ・水力・火力・原子力発電方式や送電・変電・配電方式など、現

在の電力供給システムの実態について説明できるようにする。・中国地方での電力供給の実態

について説明できるようにする。 ・電気料金体系について説明できるようにする。 ・電力供

給システムにおける技術課題について理解する。

第 8回 項目 環境とエネルギー 内容・エネルギー消費が環境に及ぼす影響について説明できる。・企

業活動において「環境経営」という考え方が必要になっていることを理解できる。・環境経営

にＬＣＡが必要であることを説明できる ・ＬＣＡを実施する手順について説明できる。 ・Ｌ

ＣＡを行うためのデータベースを入手できる

第 9回 項目 新エネルギーマネジメント 内容 ・新エネルギーの種類と特徴、技術問題について説明で

きる。 ・新エネルギーのコスト計算について説明できる。 ・新エネルギーサービスの企画手

法を利用できる。
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第 10回 項目 新エネルギー利用（１）風力発電 内容・新エネルギーとして注目される太陽光発電の現

状把握および技術的な知識を習得する。・とくに、その原理について学び、メリット・デメリッ

トを具体的に理解する。

第 11回 項目 新エネルギー利用（２）太陽光発電 内容・新エネルギーとして注目される太陽光発電の

現状把握および技術的な知識を習得する。・とくに、その原理について学び、メリット・デメ

リットを具体的に理解する。

第 12回 項目 新エネルギー利用（３）燃料電池 内容 ・燃料電池の普及状況，燃料電池のメカニズム，

コストなどの現状分析，技術課題，従来型エネルギー源との組合せの実例および効果について

説明できるようにする。

第 13回 項目 新エネルギー利用（４）バイオマス 内容・バイオマスエネルギーの現状と技術的内容に

ついて学ぶ。

第 14回 項目 分散エネルギー 内容 ・マイクロガスタービンや新エネルギー技術、自家発電の余剰電力

など、分散したエネルギー源の利用について説明できる。・電力のピークカット、停電のリス

ク回避などの手法について説明できる

第 15回 項目 エコデザイン 内容 最近国連環境計画主導で普及しつつあるエコデザインや環境適合設計

といった設計思想について学ぶ

　●連絡先・オフィスアワー 連絡先：内線番号９８７６
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開設科目 先端機能材料特論 区分 講義 学年 修士 1年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 後期

担当教官 大島直樹、山本節夫

　●授業の概要 鉄鋼、化学、無機系材料などを生産する素材産業は、建設、自動車、産業機械、電機などわが

国の幅広い産業分野を支える根幹である。また、素材産業は、国内の製造業を支えるだけではなく、加

工貿易国家であるわが国の純輸出額の創出にも極めて大きな役割を果たしている。しかし近年、世界各

国、とくにアジア地域において最新鋭プラントが立ち上げられ、わが国の素材産業のおかれた事業環境

は厳しくなっている。わが国の素材産業が国際競争に打ち勝つためには、コスト競争力・品質の向上を

図るほか、従来のような単なる素材提供産業から、ユーザーに対して用途を提案するような「提案型新

素材開発」を行う産業、あるいは、新素材開発と同時に加工技術開発を行う産業への変貌を図る必要が

ある。その際、開発担当者には新素材に関する技術的な知識だけではなく、新素材の応用分野やマーケ

ティングについての広範な知識が必要になる。／検索キーワード 金属材料、有機材料、半導体材料、無

機材料、ナノマテリアル

　●授業の一般目標 本科目では素材産業全体の特徴や鉄工業・石油製品・石炭製品製造業・化学工業・窯業・

土石製品製造業など産業別の現状と課題、金属・有機・無機・ナノテクなどをベースにした新素材およ

び、半導体薄膜・半導体高密度集積回路技術および磁性薄膜技術に基づく電子デバイスの動向について

講義する。また、科学者や技術者が財務的に魅力のあるプロジェクトがどれであるかを理解し、あるい

は魅力的なプロジェクトを立ち上げ、潜在的な投資家にそのプロジェクトの魅力を説明するためのポイ

ントを理解する。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点： わが国における素材産業の経済的・技術的位置づけ、素材産業全

体の特徴について理解し、説明できるようにする。 　思考・判断の観点： 素材産業における先端技術と

課題を理解し、新たなニーズに対応できるようにする。 　関心・意欲の観点： 市場の求めるニーズなら

びに、将来発生するニーズの予測に関心を頂くようになる。 　技能・表現の観点：素材別（金属・有機・

無機・ナノテクなど）のニーズと技術開発課題を説明できるようにする。

　●授業の計画（全体） 講義では、基礎的な知識や背景については、具体的な事例をあげながら講義形式で

解説する。現実の問題として捉えることができるよう、具体的な事例を交える。また、講義だけでは到

達できない実践力を、ケース教材による討議形式の演習などで身につける。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 先端機能材料特論の概要 内容 ・素材産業について、産業分類における位置づけを理解す

る。 ・素材産業の定義ならびに、素材と部材について理解する。 ・素材産業MOTプログラ
ム科目のモジュール構成を説明する。

第 2回 項目 日本における素材産業の位置づけと新素材開発における課題 内容 ・日本における素材産

業の経済的（対GDP比等）・技術的位置づけ、素材産業における国際競争力の必要性などにつ
いて学習する。

第 3回 項目 素材産業の現状と課題（１） 　石油製品・化学工業 内容 素材産業のイメージを確立する

ために素材生産量の紹介に始まり素材産業が時代と共に変わったかを簡単に説明する。今回化

学工業として取り上げる範囲を示し個別工業の理解を深める。産業を取り巻く各種規制に話を

進め素材産業関係者としては目をそらせない環境問題を説明する。

第 4回 項目 素材産業の現状と課題（２） 　鉄鋼業 内容 ＆＃ 8226; 基幹産業である製鋼業について、
その特質、歴史、現状プロセスの流れを理解し、それをベースに現在激動期に入った製鋼業の

問題点である主原料の流れと需要供給の関係を分析する。改めて新規開発方向に目を向け、今

後の開発動向を理解し、さらに大型プロジェクトとなる素材産業の性質上必要となる各種 FS計
画について述べた。今後原料資源のまったくと言ってない日本の製鋼業のあり方を若い技術者

の目で見直す一助とする。
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第 5回 項目 素材産業の現状と課題（３） 　窯業・土石製品製造業 内容 ＆＃ 8226; 窯業・土石製品製
造業におけるソーダ産業の役割について理解する。 　窯業・土石製品製造業を代表してセメン

ト産業とガラス産業の特徴について理解する。また、日本におけるそれぞれの産業の問題点を

探る。

第 6回 項目 新素材開発（１）金属機能素材 内容 ＆＃ 8226; 鉄鋼および非鉄金属素材産業の現状、応
用分野、金属素材におけるニーズについて学習する。また、新素材開発の方向性について議論

を行う。

第 7回 項目 高密度情報記録システムの技術動向 内容 ＆＃ 8226;情報記録技術は、情報処理技術・情
報通信技術とともに IT社会を支える基幹技術である。＆＃ 8226;時代の変遷と共に新たな用
途展開が生まれ、高密度化実現のために新技術が次々と投入されてきた磁気記録技術について、

技術開発の経緯と最先端技術の現状および関連産業の動向を講義する。

第 8回 項目 新素材開発（２） 　無機系化学工業における最新技術と展望 内容 ＆＃ 8226; ナノマテリ
アルをテーマにして、無機系化学工業における最新技術と展望について解説し、ニーズと技術

の動向を理解する。

第 9回 項目 ケーススタディ 　（無機系化学工業）内容 メインフレームの中央演算装置用のヒートシ

ンクの開発から事業化に至るまでの事例を通じて、材料の部材化に関する知見を学習する。

第 10回 項目 新素材開発（３） 　有機系化学工業における最新技術と展望 内容 ＆＃ 8226;（１）有機
系新素材産業の現状調査、および（２）特許出願件数から調査する有機系素材の開発状況に関

する調査方法を修得し、有機系化学工業において（３）高機能新素材を開発するために必要な

情報収集の能力を取得する。また、（４）有機系新素材が有する特性について理解し、（５）求

められる特性を発現させるために必要な機能を分類することができる能力を身に付ける。

第 11回 項目 新素材開発（４） 　バイオ系新素材における最新技術と展望 内容 ＆＃ 8226; バイオ系の
材料に求められている性質や特性を理解する。例えば，バイオ系材料に求められる生体適合性，

抗血栓性などの基本的な性質について理解する。

第 12回 項目 素材産業における知的財産管理 内容 ＆＃ 8226; 素材自体の特許、製法特許など、素材産
業に関わる特許の種類と内容、それぞれの活用方法、特許紛争の実例などについてディスカッ

ションを交えて学ぶ。

第 13回 項目 知的財産管理ケーススタディ 内容 ～高性能エンジン用バルブの開発～

第 14回 項目 総括・提案型新素材プロジェクト 内容 科学者や技術者が財務的に魅力のあるプロジェク

トがどれであるかを理解し、あるいは魅力的なプロジェクトを立ち上げ、潜在的な投資家にそ

のプロジェクトの魅力を説明するためのポイントを理解する。

第 15回

　●成績評価方法 (総合) 講義への出席、ケーススタディレポートあるいは実習レポート、期末試験あるいは

期末レポートの結果を基に成績評価を行う。それぞれの占める比率は、・ケーススタディレポートある

いは実習レポート 　４０％ ・ 期末試験あるいは期末レポート 　６０％ である。

　●教科書・参考書 教科書：ＣＤ教材, ,；教材図書としてＣＤ教材をＥＭＥパブリッシングから販売する予
定。／ 参考書： ・特許庁 　特許電子図書館, http://www.ipdl.ncipi.go.jp/Tokujitu/tokujitu.htm, ； ・
NEDO省エネルギー技術開発室 　プロジェクト報告, http://www.nedo.go.jp/shoueneshitsu/index.html,

　●連絡先・オフィスアワー 随時
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開設科目 情報ネットワーク特論 区分 講義 学年 修士 1年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 後期

担当教官 河野 　亘

　●授業の概要 本授業では、経営戦略から戦略的ＩＴ活用に至るＩＴＣプロセスの知識体系についての講義

とケース研修により、現実の社会でのＩＴ経営を理解する。

　●授業の一般目標 ＩＴ経営実現に必要なメソドロジーに対する気付きと関心を持ち、新たな戦略的ＩＴ活

用メソドロジー発見の意欲を持てるようになる。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点：ＩＴＣプロセスの全体共通ガイドラインとフェーズ別ガイドライン

の概要が説明できるようになる。 　思考・判断の観点：ＩＴＣプロセスの全体共通ガイドラインとフェー

ズ別ガイドラインの概要が説明できるようになる。 　関心・意欲の観点： 技術経営実現における戦略的

なＩＴ活用の経営実現のメソドロジー研究の意欲を持つようになる。 　態度の観点： 技術経営実現にお

いて戦略的課題解決思考になる。 　技能・表現の観点： コミュニケーションの重要性を理解し、成熟度

や性格に応じた対応への試行ができるようになる。 　その他の観点： ケース研修の有効性に気づき、小

グループでのケース研修を実施できるようになる。

　●授業の計画（全体） 中小・中堅企業のＩＴ経営実現のために、２０００年度に経済産業省が創設した「Ｉ

Ｔコーディネータ制度」のプロセスガイドラインの解説とそのケース研修を行う。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 オリエンテーション 内容 企業の戦略的ＩＴ活用プロセス概論－ ITCプロセス 授業外指
示 シラバスを読んでおくこと 授業記録 Webでの公開

第 2回 項目 経営情報化プロセス共通知識１-コミュニケーション 内容 ＜ハーマンモデル演習＞ 授業
記録 Webでの公開

第 3回 項目 経営情報化プロセス共通知識２ 内容モニタリングとコントロール、成熟度 授業外指示 第

１回の教材の復習 授業記録 Webでの公開
第 4回 項目 経営戦略フェーズ１ 内容 現状ビジネスモデルの検討 授業記録 Webでの公開
第 5回 項目 経営戦略フェーズ２ 内容 新ビジネスモデルの図式化 授業記録 Webでの公開
第 6回 項目 経営戦略フェーズ３ 内容 経営戦略企画 授業記録 Webでの公開
第 7回 項目 経営戦略フェーズ４ 内容 経営戦略企画書の作成と承認 授業記録 Webでの公開
第 8回 項目 IT戦略策定フェーズ１ 内容 成熟度の評価 授業記録 Webでの公開
第 9回 項目 IT戦略策定フェーズ２ 内容ビジネスプロセスモデルの図式化ツール 授業記録 Webでの

公開

第 10回 項目 IT戦略策定フェーズ３ 内容 戦略版情報化企画 授業記録 Webでの公開
第 11回 項目 IT戦略策定フェーズ４ 内容 戦略情報化企画書の作成と承認 授業記録 Webでの公開
第 12回 項目 IT資源調達と導入フェーズ 内容 提案依頼書とサービス品質保証 授業記録 Webでの公開
第 13回 項目 ITサービス活用フェーズ 内容 運用とモニタリング 授業記録 Webでの公開
第 14回 項目 ITCプロセス以外の各種 IT経営メソドロジー 内容 ITCプロセス以外の各種 IT経営メソ

ドロジー 授業記録 Webでの公開
第 15回 項目 IT経営総括 内容レポート提出 授業記録 Webでの公開

　●成績評価方法 (総合) レポートと演習で評価し、以下の場合は評価対象外とする。(1)６回以上の欠席、(2)
最終レポートの未提出、(3)ケース研修での発表およびコメントが０回。

　●教科書・参考書 教科書： デジタルテキスト（Web公開）, , ； デジタルテキストはWeb上で公開しま
す。／ 参考書： 講義中に IT経営メソドロジーに関する各種参考資料を紹介

　●メッセージ 経営系資格で最も評価の高い（Ｈ 16・Ｈ 17日経ＢＰ調査）経済産業省推進資格である「IT
コーディネータ」の専門知識研修修了程度の知識取得が出来ます。
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開設科目 プロジェクトマネジメント演習 区分 演習 学年 修士 1年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 前期

担当教官 大島直樹

　●授業の概要 本科目は、プロジェクトマネジメント特論に対する演習科目である。演習の形態として、ケー

ススタディ教材を用いた討議型演習、グループによる共同作業を行うグループ演習、ならびにパソコン

を利用したパソコン演習を行う。

　●授業の一般目標 学習目標（プロジェクトマネジメント演習）：プロジェクトマネジメント演習の目標を以

下に示す。（１）プロジェクトマネジメントのフレームワークについて説明できる。（２）プロジェ

クトマネジャーの役割と責任について説明できる。（３）プロジェクトマネジメント憲章を策定するこ

とができる。（４）品質管理のための統計処理を応用することができる。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点：プロジェクトマネジメントの概要について説明できる。 　思考・判

断の観点：状況に応じた課題分析能力とその課題に対応するために必要な思考プロセスとメソトロジーを

選択できる。 　関心・意欲の観点：技術経営における戦略と戦術を実現するための意欲を持つ。 　技能・

表現の観点： コミュニケーションの重要性を理解し、成熟度や性格に応じた対応ができるようになる。

　●授業の計画（全体） プロジェクトマネジメント演習では、モダンＰＭの歴史とプロジェクトマネジメン

ト知識体系（PMBOK）に関する導入的な課題、プロジェクトマネジメント科目の講義内容の理解を深
めるための演習、ならびにプロジェクトマネジャーとしての条件について学習する。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目プロジェクト演習ガイダンス 内容プロジェクト演習の概要とスケジュールについて説明

します。

第 2回 項目 PMケーススタディ（モダン PMの歴史）内容プロジェクトマネジメント（ＰＭ）の歴
史について解説し、モダンＰＭと言われるＰＭ手法の特徴について学ぶ。事前に配付する資料

を読んでおくこと。

第 3回 項目 PMケーススタディ（PIMBOKについて） 内容 モダンＰＭの手法は、アメリカのプロ
ジェクトマネジメント協会（ＰＭＩ）によってプロジェクトマネジメント知識体系ガイドとして

纏められた。現在では、世界における標準的なＰＭ知識体系として認知されている。このケース

スタディ教材を通じて、PIMBOKの特徴を学習する。また、日本独自の取り組みである P2M
について紹介する。

第 4回 項目 PM演習（WBSとスケジュール管理）内容プロジェクトマネジメント（PM)の基本は、
まず明確な目標の設定を設定することから始まる。市場動向などの現状分析を十分に行って実

態（5W1H）を把握し、ニーズ（何が求められているのか）を明らかにして、最終成果物の明
確なイメージを描く。

第 5回 項目 PM演習（プロジェクトの３つの制約条件）内容 この演習では、３つの制約条件のマネ
ジメントについて、品質マネジメント、コストマネジメントとタイムマネジメントの３つの知

識エリアの関わり合いについて、ケーススタディ教材を通じて学ぶ。

第 6回 項目 PM演習（品質管理のための統計処理）内容 品質管理を行うための統計手法として、多
重回帰分析手法を学ぶ。さらに、実験計画法およびタグチメソッドへの多重回帰分析の摘要に

ついて、演習課題を通じて学ぶ。

第 7回 項目 PM演習（プロジェクトマネジャーの条件）１ 内容プロジェクトの立ち上げ、計画、実行
とコントロール、および終結のそれぞれのプロセスやフェーズにおけるプロジェクトマネジャー

の役割と責任について、演習課題を通じて学ぶ。

第 8回 項目 PM演習（プロジェクトマネジャーの条件）２ 内容 組織の目標達成に向けて、プロジェ
クトメンバーがその持てる能力を 100％発揮するように動機付けするためのマネジメント手法
について学ぶ。
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第 9回 項目 PM演習（プロジェクトマネジャーの条件）３ 内容 組織の目標達成に向けて、プロジェ
クトメンバーがその持てる能力を 100％発揮するように動機付けするためのマネジメント手法
について学ぶ。

第 10回 項目 PM演習 MS-Projectを利用したダイナミックなプロジェクト管理１ 内容 MS-Projectの
基本操作

第 11回 項目 PM演習 MS-Projectを利用したダイナミックなプロジェクト管理２ 内容 MS-Projectに
よるダイナミックなスケジュール管理

第 12回 項目 PM演習 MS-Projectを利用したダイナミックなプロジェクト管理３ 内容 MS-Projectに
よるダイナミックなプロジェクト管理

第 13回 項目 PM演習プレゼンテーション１ 内容プロジェクトの立ち上げと計画書の作成（グルー
プ演習）１

第 14回 項目 PM演習プレゼンテーション２ 内容プロジェクトの立ち上げと計画書の作成（グルー
プ演習）２

第 15回 項目 PM演習プレゼンテーション３ 内容プロジェクトの立ち上げと計画書の作成（グルー
プ演習）３プレゼンテーション

　●成績評価方法 (総合) 出席状況と演習レポートの結果を基に成績評価を行う。それぞれの占める比率は、・

出席状況 ５０％ ・ 演習レポート 　５０％ である。

　●教科書・参考書 参考書：プロジェクトマネジメント知識体系ガイド日本語版 　第３版,プロジェクトマネ
ジメント協会,プロジェクトマネジメント協会, 2004年

　●連絡先・オフィスアワー 随時
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開設科目 商品開発演習 区分 演習 学年 修士 1年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 後期

担当教官 大久保隆弘・福代和宏

　●授業の概要 「マーケティング戦略論」及び「新商品開発戦略特論」で学んだ知識をもとに、顧客価値と事

業価値の両者を満たす商品を生み出す過程を学ぶシナリオ型の演習を行う。エレクトロニクス分野等に

おける商品開発事例をモデルケースとして取り上げ、その事例研究を通して商品開発の実態を学びとり、

自ら商品の企画を行えるようにする。本演習の前半では、製品開発事例のレポートを作成し，教員との

ディスカッションにより、商品開発に必要な知識および考え方が身につくよう指導する。 本演習の後半

では、ユニバーサルデザインやエコデザインと言った最近の商品開発思想をベースに、デザインシナリ

オ、QFD（品質機能展開）などの手法を利用して商品の企画書を作成し，受講者の商品企画能力の向上
を図る

　●授業の一般目標 この科目を受講し、以下のような実力が身に付くと、この科目の目指す学習目標に到達し

たと考えられる。 　（１）市場ニーズに基づく新製品の開発とその市場化に至る一連のプロセスを説明で

きる。（２）消費材や生産材のマーケティングと商品開発の違い、共通点と相違点を説明できる。（３）

各自、身近な技術テーマの市場化を仮定し、そのビジネスモデルと事業戦略案を企画できる。（４）デ

ザインシナリオ、QFD（品質機能展開）などの手法を利用して、具体的な商品を企画することができる．

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点： 市場ニーズに基づく新製品の開発とその市場化に至る一連のプロ

セスを説明できる。消費材や生産材のマーケティングと商品開発の違い、共通点と相違点を説明できる。

　思考・判断の観点： 各自、身近な技術テーマの市場化を仮定し、そのビジネスモデルと事業戦略案を

企画できる。 　技能・表現の観点： デザインシナリオ、QFD（品質機能展開）などの手法を利用して、
具体的な商品を企画することができる．

　●授業の計画（全体） 講義では、基礎的な知識や背景については、具体的な事例をあげながら進める。現

実の問題として捉えることができるよう、具体的な講義形式とケースメソッド方式を交える。また、講

義、ケースだけでは到達できない実践力を、調査、企画、ＴＲＩＺを使った演習などで身につける。 学

習の仕方・指定図書に目を通してくること、参考図書は発展的教材として個人的に読めばよい。・ケー

スディスカッションの日には、事前に予習をしておくこと。設問がある場合には事前に伝えるが、ない

場合は自ら分析をして予習しておくこと。 　・授業内でディスカッションのある日は、自ら進んで発言

することによって、学習が促進されるために、進んでディスカッションに参加すること。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 マーケティングと商品開発戦略 内容 ・マーケティングの視点からの商品開発の要点につ

いての講義・市場ニーズと技術シーズの関係について・ポジショニングと商品開発ターゲット

・マーケティング・リサーチの進め方・マーケティングミクスと新製品開発の要点・需要予測

と損益分岐点 ・商品開発プロセス

第 2回 項目 商品開発プロセスと各段階の要点 日本企業の商品開発成功事例 内容・商品開発プロセス

とマネジメント手法 ・日本企業の代表的な商品開発成功事例とその理解 ・成功の要因とマー

ケティング理論との関係

第 3回 項目 商品開発とマーケティングリサーチ 内容 ・商品開発のためのマーケティングリサーチの

手法と技法

第 4回 項目 ケーススタディ：シャープの商品開発戦略 内容 ・オンリーワンの商品開発・緊急開発プ

ロジェクトと技術の融合 ・液晶開発の歴史

第 5回 項目 ケーススタディ：シャープの商品開発事例 ～プラズマイオンクラスター、太陽電池、液晶

テレビアクオス、写メール～ 内容 ・具体例に学ぶ商品開発の実際 ・開発着手から、製品化ま

でのプロセス上の特徴 ・市場導入からヒット商品に至るまでの特徴
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第 6回 項目 ケーススタディ：日東電工の製品開発戦略 内容・生産材の商品開発戦略・商品開発プロ

ジェクトとＣＴＯの役割・生産財の開発戦略（新製品化比率４０％）・事業領域の拡大と新製

品の役割

第 7回 項目 課題レポートの提出と発表 内容 ・商品開発の成功事例を各自で選択し、成功に至ったプ

ロセスを事例研究としてまとめる（Ａ４ 　５Ｐ程度）・対象テーマのマーケティング戦略（ポ

ジショニング、マーケティングミクス等）、顧客に受け入れられた理由、販売戦略、商品開発プ

ロセスの特徴や開発上の問題の克服（生産、品質、コスト）などの要点を整理

第 8回 項目 商品企画の手順および後半の演習の進め方 内容 ・後半の８回の演習では，受講生が各自

で商品を企画することを目的とする・今回は，ユーザリクアイアメント抽出，ポジショニング，

製品コンセプト構築，技術開発，詳細設計というユーザ本位（マーケットイン志向）の商品（製

品およびサービス）企画の手順の全体像を学ぶ

第 9回 項目 商品の発想演習（ユーザリクアイアメント抽出）内容・アンケート等，マーケティング・

リサーチ手法によるユーザリクアイアメント抽出方法・タスク分析によるユーザリクアイアメ

ント抽出 ・シーン展開によるユーザリクアイアメント抽出 ・題材を各自で選び，タスク分析

およびシーン展開を実践・今回から１１回目の間に，各受講生が企画する商品を決定すること

とする

第 10回 項目 商品の発想演習（ポジショニング）内容 ・コレスポンディング分析による商品イメージ

の把握・他社比較，既存商品のポジショニング ・受講生各自が選んだ題材に対して上記手法の

実践を行う

第 11回 項目 商品の発想演習（デザインシナリオによる未来生活の発想）内容 ・既存品の存在しない

場合の商品の発想法を学ぶ ・「モノ」では無く，「コト」から発想することを学ぶ ・受講生ごと

の題材に対して，５Ｗ１Ｈ１Ｃを押えながら，デザインシナリオを作成・今回までに，各受講

生が企画する商品を決定することとする

第 12回 項目 コンセプト設計演習 内容 ・商品の狙いを明確にする作業＝コンセプト設計について学ぶ

・コンセプト設計の一手法としてＱＦＤ（品質機能展開）を学ぶ ・受講生ごとの企画商品に対

して，ＱＦＤを実践する

第 13回 項目デザインアプローチ演習 内容・コンセプト設計に基づく詳細設計手法＝デザインアプロー

チ手法について学ぶ ・可視化，デザインチェック項目（実用性，審美性，独創性，操作性，安

全性，経済性，秩序性，さらにユニバーサルデザイン，エコデザインに基づく項目を含む）な

ど，デザインアプローチ上重要な作業項目について学ぶ． ・受講生ごとの企画商品に対して，

デザインアプローチを試みる

第 14回 項目 商品企画のまとめ 内容 ・これまでに行った演習内容を見直し，全体を整理した上で商品

企画案としてまとめる・商品企画資料として発表資料（パワーポイント 5枚程度）および，演
習内容をまとめたレポート（A4 　5P以上）を作成する

第 15回 項目 商品企画発表 内容・受講生が独自に企画した商品を１件 5分程度（パワーポイント 5枚程
度）で発表する．・また，発表後，当該商品についてのレポートを提出する（A4 　5P以上）

　●成績評価方法 (総合) 講義への出席、ケーススタディレポートあるいは実習レポート、期末試験あるいは

期末レポートの結果を基に成績評価を行う。それぞれの占める比率は、・ケーススタディレポートある

いは実習レポート 　４０％ ・期末試験あるいは期末レポート 　４０％・クラスへの貢献度（ディスカッ

ションへの参加など） 　２０％

　●教科書・参考書 参考書： 『シャープの「ストック型」経営』, 柳原一夫、大久保隆弘, ダイヤモンド社,
2004年；「成功する製品開発」,・ 藤本隆宏、安本雅典, 有斐閣, 2000年；「ビジネススクールテキス
ト 　マーケティング戦略」, ・ 慶應義塾大学ビジネススクール編, 有斐閣, 2004年

　●連絡先・オフィスアワー 大久保隆弘（内線９０６４）福代和宏（内線９８７６）
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開設科目 知的財産戦略演習 区分 演習 学年 修士 1年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 後期

担当教官 木村友久

　●授業の概要 本演習では、「知的財産権論」と「コンテンツビジネス法務特論」あるいは「知的財産戦略特

論」で学んだ知識を生かして、企業における知的財産戦略の策定や知的財産活用等の実務能力を養成す

ることを目的とする。受講者は文献ならびにインターネット上の公表データをもとに、企業における知

的財産の活用事例や企業間の知的財産をめぐる紛争などを研究し、レポートを作成する。このレポート

を発表し、受講者間のディスカッションおよび教員の指導を得て、知的財産活用に必要な知識および考

え方を身につける。また、受講者に対し、特許執筆の事例を基に、特許創成、明細書執筆のテクニック

を指導し、特許の他社売り込み事例研究を行う。

　●授業の一般目標 この科目を受講し、以下のような実力が身に付くと、この科目の目指す学習目標に到達

したと考えられる。 　（１）契約の法的意味を説明できる。（２）特許実施契約の戦略を立案すること

ができる。（３）発明思想を的確に把握して特許出願書類を作成することができる。（４）特許権の販

売手法を説明することができる。（５）主体的に特許実施契約を締結することができる。（６）独占禁

止法を勘案しながら、特許実施契約あるいはコンテンツ使用契約の内容を整理できる。（７）ノウハウ

実施契約あるいは秘密維持契約を締結することができる。（８）知的財産侵害訴訟の全体像を理解し、

証拠収集などの基本実務を行うことができる。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点： 契約の法的意味を説明できる。 　技能・表現の観点：（１）契約

の法的意味を説明できる。（２）特許実施契約の戦略を立案することができる。（３）発明思想を的確

に把握して特許出願書類を作成することができる。（４）特許権の販売手法を説明することができる。

（５）主体的に特許実施契約を締結することができる。（６）独占禁止法を勘案しながら、特許実施契

約あるいはコンテンツ使用契約の内容を整理できる。（７）ノウハウ実施契約あるいは秘密維持契約を

締結することができる。（８）知的財産侵害訴訟の全体像を理解し、証拠収集などの基本実務を行うこ

とができる。

　●授業の計画（全体） 講義の冒頭に、体系的な基本知識確認の時間を若干確保するが、基本的にはゼミ形

式で各自が調べた内容に基づく相互学習を実施する。２単位の講義時間の中で、少なくとも一回はメイ

ンの発表者となるようにテーマを配分するので、特にメイン発表者の役割を担う回は十分に事前調査を

行うこと。なお、発表テーマと発表回の割り当ては、初回の講義ですべての担当を指定する。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 特許実施契約の基礎 　I 内容 １ 　技術利用の法律上の諸形態 ２ 　契約の法的意味 ３ 　契

約の種類・・・物権契約、債権契約、要式契約、不要式契約、典型契約、非典型契約、混合契約

４ 　契約の有効性担保 ５ 　債務不履行の追求 ６ 　損害賠償請求権

第 2回 項目 特許実施契約の基礎 　II 内容 １ 　実施契約の法的性格 ２ 　実施契約の対象 ３ 　実施契

約の対象４ 　専用実施権 ５ 　通常実施権 ６ 　独占的通常実施権の法的性格

第 3回 項目 特許実施契約の基礎 　III 内容 １ 　実施契約候補技術の選定 ２ 　実施契約候補技術の評

価手法 ３ 　実施契約交渉の要点 ４ 　実施料率の基本的算定方法 ５ 　契約書作成

第 4回 項目 特許出願演習（１）出願書類の書き方 内容 １ 　権利を得る代償としての技術文献の開示

であることを認識するとともに、第３者の権利侵害を排除するためには請求項の書き方が重要

であることを学ぶ。

第 5回 項目 特許出願演習（２）出願書類の作成 内容 １ 　各自が関係する、あるいは、身近で改善さ

れると便利になる課題を取上げて出願書類を作成する。

第 6回 項目 特許出願演習（３）出願書類の成果発表と討論 内容 １ 　各自の作成した成果を発表し、

改善点を討論することによって、書類作成のスキル向上に繋げる。
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第 7回 項目 特許実施契約書の作成 　I 内容 １ 　独占禁止法と特許実施契約との関連 ２ 　不当な取引

制限、不公平な取引方法 ３ 　独占禁止法違反性の判断基準 ４ 　独占禁止法違反に対する法的

措置

第 8回 項目 特許実施契約書の作成 　II 内容 １ 　契約書前文の作成 ２ 　定義規定の作成 ３ 　実施権

の選択と実施許諾の範囲 ４ 　輸出の取り扱い ５ 　並行輸入製品への手当て

第 9回 項目 特許実施契約書の作成 　III 内容 １ 　下請実施の場合の対応 ２ 　再実施許諾の取り扱い

３ 　実施料算定・・・実績実施料と非実績実施料、 ４ 　実施料と独占禁止法の関係・・・特許品以

外に対する賦課 ５ 　対象者に対する差別実施料 ６ 　販売額実施料と対物実施料 ７ 　最恵待遇

条項

第 10回 項目 特許実施契約書の作成 　� 内容 １ 　ノウハウ実施契約書概要 ２ 　ノウハウ開示条項 ３

　秘密保持条項 ４ 　グラントバック条項 ５ 　債務不履行への対処方法 ６ 　共同研究開発に関

連する契約

第 11回 項目 特許侵害訴訟実務 　I 内容 １ 　警告書の作成、警告書に対する対応 ２ 　証拠、証拠能力、

証拠の収集 ３ 　侵害訴訟のシナリオ概略策定 ４ 　訴状の理解と簡単な訴状の作成実務 ５ 　物

件目録

第 12回 項目 特許侵害訴訟実務 　II 内容 １ 　特許発明の技術的範囲の考え方 ２ 　技術分野別、クレー

ム記載形態の相違による解釈 ３ 　均等論が認められた事例 ４ 　発明の本質的部分の判定 ５ 　

置換容易性の判定事例

第 13回 項目 特許侵害訴訟実務 　III 内容 １ 　損害賠償額の算定方法の概要 ２ 　不法行為に基づく損

害賠償請求権 ３ 　逸失利益の因果４ 　損害額の推定規定 ５ 　不当利得返還請求権

第 14回 項目コンテンツ関連訴訟実務 　I 内容 １ 　訴訟目的物の確定 ２ 　証拠の収集 ３ 　侵害訴訟の

シナリオ概略策定 ４ 　渉外問題の解決

第 15回 項目 総合演習および筆記試験 内容 １ 　想定ビジネスモデルに対応する契約書作成演習と模擬

訴訟事例への対応筆記試験

　●成績評価方法 (総合) 講義への出席、事例調査レポートあるいは発表レポート、期末試験あるいは期末レ

ポートの結果を基に成績評価を行う。それぞれの占める比率は、１ 　事例調査レポートあるいは発表レ

ポート 　４５％ ２ 　期末試験あるいは期末レポート 　４５％ ３ 　クラスへの貢献度（ディスカッション

への参加など） 　１０％

　●教科書・参考書 教科書：書いてみよう特許明細書 　出してみよう特許出願, 特許庁, 特許庁, 2004年／ 参
考書：デジタルコンテンツ法 　上巻,・大阪弁護士会知的財産法実務研究会編, 商事法務, 2004年；キャ
ラクター戦略と商品化権, 牛木理一, 発明協会, 2000年； 知的財産・著作権のライセンス契約入門, 山本
孝夫, 三省堂, 1999年； 新しいソフトウェア開発委託取引の契約と実務, ・（社）情報サービス産業協
会編, 商事法務, 2002年； アメリカ特許法実務ハンドブック, 高岡亮一, 中央経済社, 2005年

　●メッセージ 指定図書及び事前配布教材に目を通してくること、参考図書は発展的教材として個人的に読

むことを勧める。 　授業内では、自ら進んでディスカッションに参加することを勧める。

　●連絡先・オフィスアワー 木村研究室電話番号 0836-85-9909 　　緊急連絡先 090-7391-4578 電子メール 　

t-kimura@yamaguchi-u.ac.jp
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開設科目 ビジネスプラン演習 区分 演習 学年 修士 2年生

対象学生 単位 2 単位 開設期 前期

担当教官 向山尚志

　●授業の概要 この科目はＭＯＴ学習の集大成として、これまでに学んだ様々な科目の知識を総動員して自

らのビジネスプランを作成するもので、将来様々な場面で事業の企画をする際にも役立てるもとする。

　●授業の一般目標 これまでに学んできた様々な科目の知識を総動員して自らのアイディアに基づくビジネ

スの事業化プランを作成する。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点：ビジネスプラン作成に必要な広い範囲の知識を集積し、活用する

ことができる。 　思考・判断の観点：ビジネスプラン作成に当たりどのような知識が必要か、また事業

の進捗・ステージに応じた戦略、マーケティング、資金調達、投資の評価方法、等について総合的に考え

プランを作成できる。 　関心・意欲の観点： 自ら事業を企画し取り組んでいくという意欲を持つととも

に、同業他社等のビジネスについても関心を持って比較検討できる。 　技能・表現の観点： 作成したプ

ランを他者に理解してもらい、魅力的な投資対象とされるよう説得力ある説明を行うことができる。

　●授業の計画（全体） 前半はビジネスプラン作成に当たって必要な知識の講義と、作成のためのグループ

分けを行う。後半はこれに基づきグループごとにプランの作成を行い最後に発表する。

　●授業計画（授業単位）／内容・項目等／授業外学習の指示等

第 1回 項目 イントロダクション 内容 本演習の概要とグループ分け

第 2回 項目ビジネスプランの意義と構成 内容ビジネスプランの意義と構成について

第 3回 項目ビジネスプランの作成手順 内容ビジネスプランの作成手順

第 4回 項目ビジョン・動機・事業の背景 内容ビジョン・動機・事業の背景（事例研究）

第 5回 項目 事業内容・市場性の検討 内容 事業内容・市場性の検討（事例研究）

第 6回 項目ビジネスモデル・他社との差別化 内容ビジネスモデル・他社との差別化（事例研究）

第 7回 項目 資金計画・収支計画 内容 資金計画・収支計画（事例研究）

第 8回 項目 資金調達と資本政策 内容 資金調達と資本政策（事例研究）

第 9回 項目 リスク評価と対応 内容 リスク評価と対応（事例研究）

第 10回 項目プランの作成 内容プランの作成作業

第 11回 項目プランの作成 内容プランの作成作業

第 12回 項目プランの作成 内容プランの作成作業

第 13回 項目プランの作成 内容プランの作成作業

第 14回 項目プラン発表 内容プラン発表と相互の評価

第 15回 項目 まとめ

　●成績評価方法 (総合) 出席状況、ディスカッションへの貢献、作成されたプランのできばえ、プレゼン態

度等から総合的に評価する。

　●教科書・参考書 参考書： ＭＢＡビジネスプラン, �グロービス,ダイヤモンド社, 1999年； ベンチャー
創造の理論と戦略, ティモンズ（千本倖生・訳）,ダイヤモンド社, 2002年；なぜ新規事業は成功しない
のか, 大江建, 日本経済新聞社, 1998年

　●メッセージ 将来の起業を考える人も、そうでない人にとっても事業を企画するという意味で実習を積む

ことが重要です。グループワークが中心になりますが、積極的に貢献するよう努力しましょう。

　●連絡先・オフィスアワー 大学院技術経営研究科（Ｄ講義棟４Ｆ）
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開設科目 特定課題研究 区分 その他 学年 修士 2年生

対象学生 単位 4 単位 開設期 通年 (前期,後期)

担当教官 技術経営研究科全専任教員（１２名）

　●授業の概要 「プロジェクト演習」、「商品開発演習」、「知的財産戦略演習」、「ビジネスプラン演習」にお

ける事例研究レポートあるいはビジネスプラン作成の経験等により養われた総合力を基に、自らのテー

マに即した専任教員の指導・助言の下で単なる演習レベルではない実践的な課題研究を行なう。

　●授業の一般目標 受講者の将来キャリアパスにおいて想定される様々な課題テーマの中から受講者がテー

マを選択し、自主的に調査研究を進め、レポートを完成させる。

　●授業の到達目標／ 知識・理解の観点： 技術経営研究科において学んだあらゆる知識を活用し、自らの問

題意識に基づいたテーマについて探求していくもので、技術と経営に関わる総合的な知識を再確認する。

　思考・判断の観点： 受講者自らのキャリアパスを想定し、今後どのような分野の問題に直面し取り組

んでいくのかを考え課題を設定し、研究を進める。 　関心・意欲の観点： 今後のわが国および世界の企

業経営と技術の趨勢に関心を持ち、自らがどのように関わっていくのかという強い問題意識を持って取

り組む。

　●授業の計画（全体） 受講者が自らの問題意識と想定するキャリアパスに基づきテーマを設定し、それに

最も適合する専任教員の指導の下に自律的に調査・研究を進める。当初のテーマについての計画策定時

にテーマの概要と研究の進め方について、また中間段階での進捗についても全教員の出席のもとで報告

を行う。

　●成績評価方法 (総合) 研究成果としての報告書の提出とプレゼンテーションを行い、その成果を５名以上

の専任教員の審査により評価する。

　●連絡先・オフィスアワー 大学院技術経営研究科（Ｄ講義棟４Ｆ）
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